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キーメッセージ 
 
 

児童虐待やネグレクトは、児童・家族・コミュニティへと負の影響を及ぼすものであり、世界共通

の問題となっている。虐待やネグレクトの被害児童は、家庭から保護され、児童養護施設でのケアや

里親家族はじめ別の家族に措置されることが多い。里親とは、伝統的に、児童の養育が不可能な家庭

に代わるケアの提供を目的に、ソーシャル・ワーカーがコミュニティから募った者である。一般に、

里親は、過去に被害児童とは接点も、面識もない者がなる。しかし、一方、近年では、多くの社会が、

家庭生活ができない被害児童を、他の家族または家族の友人の下に措置する政策を導入するようにな

ってきている。これは、「親族ケア」「家族・友人ケア」として知られている。しかし、どのような

家庭外ケア（措置）が児童にとって最良なのか、私たちは知らない。 
 
 本レビューは、様々な研究を基に、最良の措置の発見の一助とするため、立案された。62 件の文

献が、私たちの設定した方法論的基準を満たした。また、個々の研究結果をより信頼性の高いものと

するため、同種同類の効果を測定している異なる研究のデータについては、可能な限り、それぞれ組

み合わせた。最新かつ最良のエビデンスによれば、親族ケアを受ける児童は、伝統的な里親ケアを受

ける児童よりも、行動発達、精神機能、措置の安定性の点で、良好な結果をもたらすことが示唆され

ている。一方で、里親ケアを受ける児童の方が、養育の永続性や必要とするサービスへのアクセスの

点で、良好な結果をもたらすことも示唆されている。実務への応用や今後の研究については、現在、

議論されている。 
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論点の整理／概要 
 
 
背景 
 
 毎年、非常に多くの児童が、虐待を理由に、家庭から保護されている。児童福祉機関は、児童の安

全、養育の永続性、ウェルビーイングにつながる家庭外環境を児童に提供する責任をもつ。しかし、

家庭外保護を受けた児童は、概して、一般児童よりも教育的・行動的・心理学的問題を示す。しかし、

それらが、家庭外ケアそのものに原因があるのか、その必要性を生じさせた虐待行為に原因があるの

か、児童福祉システムの欠点によるものなのか、明確にはなっていない。 
 
 
目的 
 
 虐待を理由に家庭から保護された児童の安全・養育の永続性・ウェルビーイングに対する親族ケア

の効果を評価すること。 
 

 

検索戦略 
  
 2007 年 2 月に、以下のデータベースを検索した。データベースは、CENTRAL、MEDLINE、C2‐
Spectr、Sociological Abstracts、Social Work Abstracts、SSCI、Family and Society Studies Worldwide、
ERIC、PsycINFO、ISI  Proceedings、CINAHL、ASSIA、Dissertation  Abstracts  International である。ソ

ーシャルワーク関連の学術雑誌や文献リストは、手作業で検索し、一部の著者には問い合わせを行っ

た。 
 
 
採択条件  
  
 ウェルビーイング、養育の永続性、安全性に係る児童福祉のアウトカムに関し、虐待のため家庭か

ら保護され、親族による里親ケアに措置された児童と非親族による里親ケアに措置された児童の比較

をする無作為抽出実験研究と準実験研究 
 
 
データ収集・分析 
 
 検索及び採択された適切な文献のタイトル及びアブストラクトをレビュワーがそれぞれ独立に、査

読した。エビデンスの適格性を検証した後、レビューに含む文献の方法論的な質について評価を行っ

た。そして、最後に、文書や図表による結果を得るようメタ分析を行うため、アウトカム・データを

抽出し、REVMAN に入力した。 
 

 

結果 
 
 62 件の準実験研究文献を、本レビューに含めた。データは、親族による里親ケアを受けた児童は、

非親族による里親ケアを受けた児童と比較し、行動発達、精神衛生機能、措置の安定性の面で、良好

な結果を得ることを示唆した。また、再統合率に関して差異はなかったものの、非親族による里親ケ

アを受けた児童はより養子縁組されやすく、親族による里親ケアを受けた児童はより後見されやすい。

そして最後に、非親族による里親ケアを受けた児童は、精神衛生サービスをより利用しやすい。 
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結論 
 
 本レビューは、虐待家庭から児童を保護することを目的とした実行可能な家庭外措置として親族ケ

アを行うことを支持する。しかし、レビューに含めた文献に内在する方法論的かつ研究デザインによ

る弱点により、本結論は確固たるものとはなっていない。 
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1. 背景 
 
 
1.1 現状 
 
 毎年、非常に多くの児童が、暴力・ネグレクト・虐待を理由に、家庭から保護されている。たとえ

ば、米国では、2005 年 9 月現在、51 万 3 千人の児童が家庭外に保護されている。同様に、英国では

2005 年 3 月現在、6 万 900 人が公的ケアを受け、オーストラリアでは 2005 年 6 月現在、2 万 3 千

965 人が家庭外措置を受け、スコットランドでは 2005 年 3 月現在、1 万 2 千 185 人が公的ケアを受

け、ウェールズでは 2005 年 3 月現在、4 千 668 人が公的ケアを受け、ノルウェーでは 2006 年 12
月現在、6 千 120 人が公的ケアを受け、イスラエルでは 2007 年現在、7 千 678 人が家庭外措置を受

けている。 
 

米国での児童保護の主な原因は、ネグレクト、身体的虐待、性的虐待、精神的虐待、養育放棄、危

害脅威、薬物依存などである（USDHHS  2006b）。虐待及びネグレクトは、他国（例、ウェールズ）

でも児童保護の最たる理由となっている（NAW  2005）。国際的に、児童福祉システムは、ケアにお

ける児童の安全性、養育の永続性、ウェルビーイングに対して責任を持つ。また、これらに係る効果

を促すべく、児童福祉の専門家は、家庭から保護された児童に対する家庭外環境への措置に、責任を

もつ。特に一次措置の選択肢として、伝統的な里親ケア、親族ケア、施設保護センター、グループホ

ームなどが上げられる（USDHHS 2006b; AIHW 2006）。概して、家庭外に措置された児童は、他の児

童と比較し、教育的、行動的、身体的、精神的問題を示す（Gleeson  1999）。ただし、これが、措置

そのものによるものか、虐待によるものか、児童福祉システムの不適切性によるものか、明確になっ

てはいない。また、児童は、成人への成長の遅れの経験に加え、時に、年齢によるシステムからの

「卒業」まで、家庭外ケアの中を漂流するリスクにも直面している。 
 
 
1.2 介入の内容 
 
親族ケア 
 

 親族ケアは、広義で、「親族、一族衆・一門衆、代父母、継親、その他・児童と血縁関係にある成

人による、両親から引き離す必要のある児童に対する常時養育・保護」と定義される（CWLA1994、
2 ページ）。これは、家庭から保護した児童を無関係の里親に預ける伝統的な里親ケアや非親族によ

る里親ケアと対照的である。親族ケアは、英国では家族・友人ケア、オーストラリアでは親類知己ケ

ア、米国では親族里親ケアと、世界各国で様々な名前で呼ばれている。本レビューでは、親族による

里親ケア措置を親族ケアと呼び、非親族による里親ケアを里親ケアとする。 
 
 親族ケアには、様々な種類があり、公的な措置や非公的な措置、民間による措置を含む。公的な親

族ケアは、児童保護施設による養育権の保有を含む法的措置である（Ayala‐Quillen 1998）。非公的の

親族ケアは、児童福祉機関が児童に対する措置を支援するが、養育権の保有を求めない場合である

（Geen  2000）。民間による親族ケアは、児童福祉機関を介せず、実親と親族の間での自発的な同意

に基づくものを指す（Dubowithz 1994a)。 
 
親族ケアに関し、最も広く認識されている利益は、親族ケアが「児童に対し、面識があり、信頼を

おける者との生活や面識の無い者に保護された時に児童が体験しうる精神的ショックの緩和、家族

歴・文化を由来とする自尊感情の強化等を可能にする」ことである（Scannapieco  1999）。親族ケア

の最大の狙いは、家族の維持やそれに代わるケアである。前者の場合、最終的な目標は、実親との再

統合となる。後者は、家族の回復が困難でる場合や、長期的な目標が親族ケア提供者による養子縁

組・後見人である場合であり、親族ケアは長期的措置として捉えられる（Scannapieco  1999）。また、

親族ケアは、家庭外保護と連携して、最も非拘束的（Scannapieco  1999）、最も安全（Gleeson  1999）
なものとして、考えられてもいる。 
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介入の背景 
 
公式な親族ケアは、多くの文化では古くから行われてきたことであるが、近年、米国やオーストラ

リアのような国々の児童福祉分野で、家庭外ケアサービスと関連し適切と判断された場合に、最良の

措置として採用されるなど、措置に関するより新しいパラダイムとなっている。たとえば、1996 年

の個人責任・就労機会調整法は、家庭外に児童を措置する場合、米国は、家族の意志を優先するよう

求めた（Leos‐Urbel  2002）。また、より最近の 1997 年養子縁組・家族の安全に関する法でも、この

親族ケアの促進・支援に向けた国家の姿勢を維持している（Ayala‐Quillen 1998）。オーストラリアで

は、州・準州で異なるが、アボリジニ児童保護法により、親族による措置の活用が増えた（Paxman 
2006）。また、1998 年のニューサウス・ウェールズ州児童・若者（ケア・保護）法は、”最も非侵食

的”原則を奨励し、それは、親族と共にする保護であると、ケースワーカーにより解釈されている

（Spence  2004）。ヨーロッパ諸国では、親族ケアに関する政策の移行もみられる。特に、1989 年の

児童法（英国）、1995 年の児童条例（スコットランド）は、親族ケアに対して、概ね支援的な姿勢

を示している。しかし、一方で，イスラエルでは、親族ケアに関する法規はなく、虐待のリスクにさ

らされている児童をどう定義し、サービスを提供するか、コンセンサスが十分に形成されていない。 
 
 本レビューに含まれる国々（例、オーストラリア、イスラエル、オランダ、ノルウェー、スウェー

デン、米国）では、家庭外ケアに児童を措置することに関し、児童福祉政策やその運用に決定的な相

違を有している。米国以外では、長期にわたる里親・親族ケアは、優先的な措置とされ、親は、危害

を加える可能性がないと判断される場合に、児童へのアクセスの権利や、教育・宗教等の重要事項に

関する表現の権利を有することが示唆されている。オーストラリア、イスラエル、オランダ、ノルウ

ェー、スウェーデンでは、里親ケアは、期間限定のものではなく、児童がケアから開放されるまで、

継続される（例、Strijker  2003）。優先されるのは、長期的に安定な措置であり、ノルウェーやスウ

ェーデンでは、幼少期全てを通して里親家庭で過ごす児童もいる（例：Sallnas  2004）。したがって、

中断（措置の中途終了）に係る概念は、再統合や養子縁組と比較し、里親ケアの評価の中でより妥当

な手段とされている（Sallnas 2004）。 
 

過去 15 年、多くに国で、家庭から保護され、親戚に措置される児童の数が急増している

（Cuddeback  2004）。この増加の主な原因には、虐待・ネグレクトの被害にあった児童の家庭外ケア

への流入（Berrick 1998）、児童に対する自立支援の効果への懸念（Broad 2005b）、里親ケア施設の

慢性的な不足（Berrick  1998）、里親の法的権利と責任をすべて有する適切なケア提供者として親族

を扱う方向への政策転換（Leos‐Urbel  2002）などが含まれる。また、オーストラリアのニューサウ

ス・ウェールズ州では、里親ケアを受ける児童数の歴史的な増大が起きているが、その重要要因は、

施設ケアの低い利用率にある（Tarernt  Sweeney  2006）。しかし、施設ケアは、イスラエルやスウェ

ーデンで、年長児童に対する良好な家庭外措置とされている（Mosek 2001; Sallnas 2004）。 
 

児童福祉に関するその他の介入と同様に、親族ケアは、様々な論争に直面している。主な論争とし

て、伝統的な里親と比較して不平等な財政支援（Brooks  2002）及び、親族ケア提供者に対するサー

ビス提供（Dubowitz  1994a）が中心にある。また、親族ケア提供者に対する免許・資格証明も、意見

の衝突や不満の種となっている（Gibbs  2000）。これに関連して、児童福祉機関による親族ケア提供

者の監督の適正水準もまた、意見の一致がみられていない（Cohen  1999）。さらに、鍵となる議論の

一つとして、児童に対する措置の前後での実親の参加の妥当性に係るものもある（Ayala‐Quillen 
1998）。Cuddeback（2004）は、米国で発表された文献の包括的なレビューを行ったが、その中で、

量的研究の弱点を数多く指摘する一方、親族ケアに関する型にはまった見識が数多くあることを確認

している。また、Cuddeback は、親族ケア提供者は、里親や親権を持たない祖父母よりも、年齢が高

い、独身、低学歴、未雇用、貧しい、ことも見出している。さらに、Cuddeback は、親族ケア提供者

の日常的な身体活動の少なさ、より多くの健康問題を抱える事、高い鬱傾向を持つ事、結婚生活への

低い満足度を示すことを報告している。さらに、Cuddeback は、実親は、家族維持サービスを受ける

ことが殆どないことを報告している。これは、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、再統合

される可能性が低いことを意味する。最後に、Cuddeback は、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と

比較し、発育全体の機能に関し、より多くの問題を抱えることを示す決定的な証拠はないことも報告

している。 
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1.3 本レビューの重要性 
 
 Geen  （2004）は、「親族・里親ケアが児童福祉の中心に置かれているにもかかわらず、親族ケア

提供者をどのように活用し、どのように支援することが最良なのか、ということや、児童の成長に対

する親族・里親ケアのインパクトに関して、十分な理解には至っていない。」（144 ページ）と論じ

ている。特に、ソーシャルワークを研究対象とする研究者は、措置の選択肢の一つである親族ケアの

指数関数的増加に追いつくことができていない（Berrick  1994，Dubowith  1994a）。さらに、親族ケ

アを支持する研究の多くは、聞き伝えや憶測的なものであり、家庭外保護児童の選択に関し、児童福

祉専門家のエビデンスに基づく決定に資するものとは、十分なものとはなっていない（Goerge 
1994）。たとえば、親族ケアの児童の安全とウェルビーイングに多大な関心はあるが、これらの効果

に関する実証的研究はほとんど存在していない（Gibbes  2000）。倫理基準は、親族ケアまたは里親

ケアへの児童の無作為割付を認めていない。これらの措置は、親族ケア提供者または里親の適切性及

びその有無に基づくものであるからである。しかし、Barth（2008）は、最近の研究の中で、措置環

境に関し、統計的・模擬的に無作為割付を行う手段として、Propensity  Score  Matching 法があること

を報告している。私たちは、本分野で入手可能な文献を基に、最もしっかりとデザイン・実施された

研究を同定・合成することで、これら方法論的な課題についても取り組んだ。不運にも、親族ケアに

関する最良のエビデンスは、様々な点で不備を有するものであって、特に、作為的割付でのベースラ

インの差異の制御について顕著だった。これにより、他のソーシャルワーク分野の介入研究と同様、

親族ケアを不適切なものとみなすべきとする論じる者もいるが、系統的にレビューを行うことで私た

ちは、実務者・政策立案者に対して、全くエビデンスがないことと比較し、わずかでもエビデンスを

得られることで、より多くの利益を提供できると信じている。 
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2. レビューの目的 
 
 
親族ケアについて、家庭もしくは虐待から保護された児童の安全性、養育の永続性、ウェルビーイン

グの点で、里親ケアと比較し、その効果を評価すること。 
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3. 方法 
 
3.1 本レビューに含める文献を検討する際の条件 
 
研究の種類 
 

 親族ケアに措置された児童を、里親ケアに措置された児童と、横断的もしくは縦断的に比較してい

る無作為化実験・準実験的研究。レビュー対象とした準実験デザインとして、親族ケアに措置された

児童と里親ケアに措置された児童間のマッチング、共変量、事後比較を用いた研究を含めた。一方、

より拘束的な家庭外環境（例：居住型治療センター）との比較研究は、本レビューからは除外した。

親族ケアや里親ケアに措置された児童と比較し、より拘束的な環境に置かれた児童は、いくつかの点

で、差違を示す傾向がある。この差違は、措置の効果に関する推論を複雑なものとする。したがって、

本レビューでは、親族ケアと里親ケアのみに焦点をあてた。 
 
 
研究対象者の種類 
 
暴行やネグレクト、その他虐待により家庭外に保護された後、親族ケアに措置された 18 歳未満の

児童・若者 
 

 

介入の種類 
 

公的な親族ケア。ケア提供者が資格保持者（有給）または無資格者（無給）は関わらない。したが

って、非公的・民間の親族ケアのみを対象とした文献は、本レビューに含めなかった。親族ケア介入

と他の種類の措置が連携している場合は、本レビューに含めた。たとえば、措置群には、親族ケアが

初または最終措置の児童や家庭外ケアの唯一の措置であった児童を含む。しかし、これらの児童に関

しては、家庭外ケアの大部分（すなわち、50%以上）を親族ケアであった者とした。 
 
 
効果測定の種類 
 
 本レビューの対象とする文献は、ウェルビーイング・養育の永続性・安全性の観点から、児童福祉

に関するアウトカムを分析しているものとした。ケア提供者や実親のアウトカムも関係性が非常に強

いものであるが、児童のアウトカムが親族ケアに関する政策や実践を促すものであることから、本レ

ビューでは考察しないこととした。ただし、これらのアウトカムが、児童福祉に対するアウトカムを

間接的に促すものであるため、将来的な研究の対象とはすべきである。本レビューでの一次的なアウ

トカムは、行動発達、精神衛生、措置の安定性、養育の永続性である。また、二次的なアウトカムは、

学習習熟度、家族関係、サービス利用度、再虐待の経験である。以下のアウトカムに関するリストは、

包括的なものである。ただし、各アウトカムの例示は、本レビューで考察されたアウトカムの実例で

ある。 
 
行動発達 
問題行動、適応行動 
ケース記録、ケア提供者、教員、自己報告、標準化されたツール（例、児童行動チェックリスト）で

測定 
 
精神衛生 
精神疾患、精神病理学的状況、ウェルビーイング 
ケース記録、ケア提供者、事故報告、標準化されたツールで測定 
 
措置の安定性 
措置数、再措置数，措置期間 
児童福祉管理データベースで測定 
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養育の永続性 
再統合、養子縁組、後見 
児童福祉管理データベースで測定 
 
学習習熟度 
卒業、成績、試験の点数 
学校記録・児童福祉管理データベースで測定 
 
家族関係 
問題解決、寛容性、参加、衝突 
ケア提供者による報告、自己報告、標準化されたツールで測定 
 
サービス利用度 
精神衛生サービス、里親支援グループ、家族セラピー 
医療記録、ケア提供者による報告・自己報告、児童福祉管理データベースで測定 
 
再虐待 
事実認定された虐待、施設内虐待 
児童福祉管理データベースで測定 
 
 
3.2 文献検索方法 
 
電子検索 
 

 関係文献を同定するために、2007 年 2 月、下記のオンライン・データベースを検索した。 
 
Cochrane Library (CENTRAL)(Issue1)（2007 年検索） 
MEDLINE (1966 年〜2007 年 2 月まで検索) 
Campbell Collaboration`s Social,Psychological,andCriminological Trials Register (C2‐SPECTR)（2007 年 3
月 9 日検索） 
Sociological Abstract (1962 年〜2007 年 2 月まで検索) 
Social Work Abstract (1977 年〜2007 年 2 月まで検索) 
Social Science Citation Index (SSCI) （1900〜2007 年 2 月まで検索） 
Family and Society Studies WorldWide （1970 年〜2007 年 2 月まで検索） 
ERIC （1966 年〜2007 年 2 月まで検索） 
PsycINFO（1872 年から 2007 年 1 月第 5 週まで検索） 
ISI Proceeding（1990 年〜2007 年 2 月 16 日まで検索） 
CINALL （1982 年〜2007 年 2 月第三週まで検索） 
Applied Social Siences Index and Abstract (ASSIA)（1987 年〜2007 年 2 月まで検索） 
UMI Dissertaition Abstracts International (DAI) （1960 年代後半〜2007 年 2 月まで検索） 
 

 検索戦略は，Appendix  1、Appendix  2、Appendix  3、Appendix  4、Appendix  5、Appendix  6、
Appendix 7、Appendix 8、Appendix 9、Appendix 10、Appendix 11、Appendix 12 を参照。公表・非公

表文献を検索対象とし、言語・日付・地理的条件は加えていない。予備調査より、研究方法論的フィ

ルターを欠けることで、検索戦略を縮小することは、関連する可能性のある文献を除外することが示

唆され、フィルターを使用せずに検索を行った。 
 
 
他の情報源の検索 
 
 雑誌 Child  Abuse  &  Neglect や Children  and  Youth  Services  Review、Child  Welfare、Research  on 
Social Work Practice、Families in Society の最新刊に対して、手作業で検索を行った。また、本レビュ
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ーに含まれる文献の著者数名に対しては、上記で確認されなかった文献の有無を訪ねるために、問い

合わせを行った。さらに、公表された文献レビューの引用リストに対しても、スクリーニングを行っ

た。 
 

 

3.3 データ収集・分析 
 
文献の選別 
 

 二名のレビュワーがそれぞれ、親族ケアに関する実証研究を抽出するために、検索された文献・報

告書の題名及びアブストラクトを査読した。そして、どちらか一方のレビュワーが適切と判断した文

献を収集した。収集された文献は、研究デザイン・対象者・介入・効果測定の種類によって分類する

ため、「キーワーディング」ルービックを使用した。また、二名のレビュワーは、下記に述べる条件

を基に、それぞれの文献に対して本レビューの対象と採択するかどうか判定した。その判定に対して、

二名のレビュワーが同意に達しなかった場合は、三人目のレビュワーを交えた議論を行い、判定を行

った。 
 
 
データ抽出と管理 
 
 採択されたすべての研究の引用情報は、Reference  Manager  11 に入力された。Reference  Manager 
11 は、インタラクティブな研究文献管理ソフトウェアである。さらに、採択された文献の引用情報

は、ソフトウエェア：Cochrane Collaboration’s Review manager 4.2.8（RevMan）にアップロードされ

た。アウトカムに関するデータは、各文献から抽出され、RevMan に入力され、本レビューに係るメ

タ分析が施された。統計結果は、文章及び図・表で示されている。特に、RevMan で作成されたフォ

レストプロットは、メタ分析に基づく効果サイズの推定値や信頼区間の表示に用いられている。また、

研究の質の評価に関するデータは、RevMan で作成された図に示されている。 
 
 

採択された文献にバイアスが含まれる可能性のあるリスクの評価 
 
研究の質の評価 
 統制試験の質を測定する既存の尺度は、適切な発展及び十分な検証が行われていないことから、系

統的レビューにおいて、試験の質に対し、異なる評点を与える（逆の結果も生じうる）ことが知られ

ている（Moher 1999）。現在、エビデンスは、「ある系統的レビューにおいて、尺度は、系統的レビ

ューでの各試験の質の高低を判定するために、用いるべきではない。むしろ、関連する方法論的観点

を予め特定し、個々に評価を行うべきである」ことを示唆している（Juni2001 ページ 45）。

Hinggins（2005）によれば、「アセスメントを保証する因子は、得られた知見の応用性、個々の研究

の妥当性、結果の解釈に影響を与える研究デザインの特徴に関するものである。」という。したがっ

て、文献は、研究の質の側面：選択バイアス、施行バイアス、検出バイアス、報告バイアス、消耗バ

イアスに関し、アセスメントを行った（Higgines 2005）。 
 
方法論的条件 
本レビューに含める文献の方法論的条件のアセスメント用ガイドラインを提供するために、「デー

タ抽出」ルービックを開発した。二名のレビュワーは、個々の文献の質のアセスメントに合意する前

に、それぞれ各文献からデータを抽出した。方法論的条件は、以下のように、定めた。 
 

・ 選択バイアス：群への割付は、無作為か？効果や介入に関連しているか？ 
・ 施行バイアス：提供されたサービスは、比較された介入以外のものの影響を受けたか？ 
・ 検出バイアス：効果は、バイアスの掛かった評価や検出に対する防暴露等の、影響を受

けたか？ 
・ 報告バイアス：効果、測定値、分析内容は、完全に報告されたか？対象者は、思い出し

や応答に関し、バイアスが掛かったか？ 
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・ 消耗バイアス：データの損失、ドロップアウトを含み、プロトコルから逸脱は影響を受

けたか？ 
 

 

措置効果の測定 
 
 標準化した平均差（SMD）の効果量は、連続したアウトカム変数に対して計算された。本レビュー

に関し、修正された Hedges’g は、群間の平均値の差異を、併合・加重標準偏差で除することで、計

算された。特に、Hedges’g は、少量のサンプルに対して未修正の標準化効果サイズを用いた場合に発

生するバイアス（過大評価）を修正するものである。各アウトカムを統合した効果サイズは、標準誤

差の二乗の逆数で重み付けし、各研究の効果サイズの加重平均として計算された。したがって、標準

誤差が小さいもの、すなわち、サンプル数が大きく、より正確性の高い研究ほど、加重が大きくなっ

た。統計的有意性の検定に際して、統合された効果サイズそれぞれに対して、信頼区間を 95%とし、

計算した。もし、信頼区間にゼロ点が含まれない場合は、各群の平均の間には差異がないとする帰無

仮説を棄却した。オッズ比（OR）は、二項のアウトカム変数に対して計算された。比例オッズの仮定

に基づき、オッズ比は、異なる分布を持つ変数間で比較可能である（非常に稀で、頻出する分布も含

む）。特に、ある事象（例、家族再統合）のオッズは、群ごとに、事象の発生した件数（すなわち、

再統合件数）を事象の発生しなかった件数（すなわち、未再統合件数）で除することで、計算した。

ついで、オッズ比は、親族ケア群のオッズを里親ケア群のオッズで除することで計算した。また、二

項の効果サイズの推定値については、信頼区間を 95%とし計算し、報告した。 
 

 

分析単位 
  
 本レビューの分析単位は、児童とした。クラスタリングのための調整は行わず、一家族あたりに複

数の児童が含まれる等の問題は考慮していない。 
 
 
欠損データの取扱い 
 

 本レビューには、不完全なアウトカム・データ（例、平均値・標準偏差・サンプルサイズの欠損）

のある文献を含むが、レビュワーが文献上の情報から効果サイズが計算できない場合は、メタ分析か

ら排除した。論文や報告書から、アウトカムに関するデータが欠損している場合は、研究実施者から

のデータ収集を試みた。全体的または特異な損耗は、質のアセスメントと感度分析のために算出され

た。 
 
 
異質性のアセスメント 
 

 結果の一貫性は、I2 統計（Higgins 2002, Higgins 2003）を用いて、評価された。異質性のエビデン

スが存在する場合（異質性検定から p 値が 0.1 未満及び I2 値 25%以上）は、予め特定したサブ集団

及び感度分析の結果を考慮した。 
 
 
報告バイアスの評価 
 

 報告バイアスに対するアセスメントは行われ、表 3 に記した。 
 
 
データ合成 
 
 異なる条件下や異なる実施者で行われた類似の介入より、異質性があると考えられる場合のデータ

合成は、ランダム効果モデルも使用した。文献が、複数の効果サイズ（例：成績、問題行動）を報告

している場合は、それぞれのアウトカムに関するメタ分析に含めた。文献が、複数の対象群（例、男
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性、女性）に対する効果サイズを報告している場合は、サブ集団のメタ分析を行う前に、主要効果の

メタ分析にまとめた。 
 
 
サブ集団分析と異質性の検証 
 
 サブ集団分析は、ジェンダーや民族性、保護時の年齢別に、介入の異なる効果を検証するために考

慮された。 
 
 
感度分析 
 
 感度分析は、本レビューのアウトカムに対す影響を質の観点から調べるために、考慮された。特に、

次の通り、計画通りの比較が検討された。マッチングまたは共変量を用いた研究と交絡変数を統制し

ない研究。ケア提供やまたは教員報告によって測定されたアウトカムを用いた研究と、自己報告によ

って測定されたアウトカムを用いた研究、全体的もしくは特異な減少の小さい研究と大きい全体的も

しくは特異な減少が大きい研究 
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4. 結果 
 

4.1 文献の概要 
 

 15 のオンライン・データベースを利用し、親族ケアに関する文献に係る包括的な電子検索を行う

ことで、検索条件（図 1 参照）に合致する 4791 件の文献情報を得た。これらの 4791 件の文献のア

ブストラクトを査読し、親族ケアに関する実証研究を選別する上での初期条件に合致するものとして、

263 件の文献を抽出した。この 264 件のうち、12 件は入手できず、254 件を収集した。これら 251
件の文献・報告は、本レビューに係る採択基準を充足するものであるかを判断するために、キーワー

ドを付した。結果として、90 件が本レビューに含めることが妥当可能であると判断された。しかし、

2 文献については重複、26 件の研究は、さらなる査読の結果、採用基準満たすものではなかった。し

たがって、計 62 件の文献が、エビデンスとして使用されることになった。この段階で、レビュワー

間で同意形成する前の判断の一致度は 81%であった。「本レビューに含めた文献の表」に示すように、

アウトカムに関するデータは、これら 62 件の文献から抽出した。このうち 27 件は、二変数のみの

データ、16 件は多変量データのみ、19 件は二変数と多変量データ両方を報告していた。 

 

  

除外した文献 
 
 「除外した文献の表」に示す通り、251 件のうち 189 件は、以下の理由により、本レビューから除

外した。81 件については、公的な親族ケアではない、もしくは、親族ケア群が里親ケア群と区別さ

れていなかったことによる。30 件は、里親ケア比較群もしくは里親ケア群が他の家庭外措置と区別

されていなかったことによる。27 件は、非実証研究（例、文献レビュー）もしくは質的研究デザイ

ンだったことによる。13 件は、児童福祉に係るアウトカムが報告されていなかったことによる。10
件は、家庭外措置ではない介入について報告されていたことによる。5 件は、成人を対象とした研究

であったことによる。3 件は、親族ケア及び里親ケアが永遠的なものと考えられていたことによる。 
    

文献検査を実施した 1 年以上後、電子検索では特定されなかった 7 文献がさらに、英国のピア・

レビュワーからもたらされた（Adams 1969a, Rowe 1984, Millham 1986a, Berridge 1987a, Rowe 1989, 
Farmer 1991, Kosenen 1993, Hunt 1999a, Sinclair 2000a）。このうち、3 件は除外した（Adams 1969a, 
Farmer 1991,  and Kosenen 1993）。6 件については、本レビューの軽微な更新前のアセスメントを待

機している状態である（Berridge 1987a, Millham 1986a, Hunt 1999a, Rowe 1984, Rowe 1989, Sinclair 
2000a）。 
 
 
アセスメントを待つ研究 
 

 3 件の比較的古い文献が、アセスメントを待機している（Adams1969a‐現在入手不能 ‐、
Rowe1984,andRowe1989）。 
 
 
研究実施地 
 

 62 件のうち 5 件を覗くすべての研究が米国で実施されていた。5 件は、2005 年の Holton による

ノルウェーでの研究、2001 年の Mosek によるイスラエルでの研究、2004 年 Sallnas によるスウェー

デンでの研究、2003 年 Strijker によるオランダでの研究、2006 年の Tarren‐Sweeney によるオース

トラリアでの研究であった。 
 

 

研究参加者 
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 「研究参加者の基本的特徴に関する表」（表 5）にある通り、62 件のうち 52 件が、措置時の年齢、

ジェンダー、民族性、措置理由、居住地といった参加者の特徴を少なくとも 1 種類のデータを報告し

ていた。 
 

措置開始時の年齢は、8 文献を基に算出した全体的な非加重平均で、7 歳 11 ヶ月であった。その

うち 7 文献で、措置の種類ごとに措置時の年齢の平均が報告されており。親族ケア群で措置時の年齢

の非加重平均は 4 歳 7 ヶ月、里親ケア群で措置時の年齢の非加重平均は 4 歳 4 ヶ月であった。 
 

ジェンダーは、38 文献を基に算出した全体的な非荷重頻度で、53%が女子、47%が男子であった。

そのうち 20 文献では、措置の種類によってジェンダーの頻度について報告されており、親族ケア群

の非荷重頻度で、50%が女子、50%が男子、里親ケア群では、54%が女子、46%が男子であった。 
 
 民族性は、37 件の米国の文献を基に算出した全体的な非荷重頻度で、49%がアフリカ系アメリカ

人の児童であった。そのうち 17 文献で、措置の種類別のアフリカ系アメリカ人の頻度が報告されて

おり、親族ケア群でのアフリカ系アメリカ人の非荷重頻度は 63%、里親ケア群では 56%であった。

一方、31 文献を基に算出した非荷重頻度で、21%がスペイン語系児童であった。そのうち 12 文献で

措置の種類別のスペイン語系児童の頻度が報告されており、親族ケア及び里親ケアともに非荷重頻度

で、21%がスペイン語系児童であった。 
 
 措置理由は、24 文献を基に算出した全体的な非荷重頻度で、63%の児童がネグレクトによるもの

であった。さらに、7 文献が、ネグレクトにより保護された児童に対する非荷重頻度について、措置

の種類別に報告している。親族ケア群では、非荷重頻度として、ネグレクトにより保護された児童は

69%、里親ケア群では 66%であった。 
 
 都市性は、9 件の文献を基に算出した全体的な非荷重頻度で、80%の児童が都市部で保護されてい

た。また 9 件の文献を基に算出した全体的な非荷重頻度で、17%の児童が農村部で保護されていた。

なお、措置の種類別に、児童の都市性を報告している文献はなかった。 
 
 

介入 
 
「介入特性一覧」（表 6）に示した通り、全 62 文献は、ケア提供者の資格、保護のタイミング、

措置期間、データ収集のタイミングといった介入特性のうち、少なくとも一種類のデータを報告して

いた。 
 
 ケア提供者の資格に関し、8 文献が親族ケア提供者の資格の有無について報告していた。そのうち、

5 資格者による親族ケアが 5 文献、無資格者による親族ケアが 2 文献、有資格・無資格者双方を含む

ものが 1 文献であった。 
 
 措置のタイミングに関しては、25 文献が、児童は、親族ケア・里親ケアが初措置なのか、最終措

置なのか、または、単独措置なのかを示す情報を提供していた。25 文献のうち、初動措置は 16 文献、

最終措置は 6 文献、単独措置が 1 文献、初動・最終がアウトカムに依拠するものが 2 文献であった。 
 

措置期間については、11 文献に基づき算出されたか非加重平均で、親族ケア群は 31.1 ヶ月、里親

ケア群は 30.1 ヶ月であった。また、10 文献に基づき算出された家庭外措置期間の非加重平均で、親

族ケア群は 52.5 ヶ月、里親ケア群は 49.5 ヶ月であった。 
 

 データ収集のタイミングについては、41 文献が横断的なデータ収集を行ない、21 文献が縦断的な

データ収集のアプローチを取っていた。 
 
 
アウトカムの測定 
 
 本レビューでは、8 つのカテゴリー、28 のアウトカム（二分法、継続法両方で測定された同じアウ

トカムを含めた）が考えられた。以下では、アウトカムの定義やメタ分析のために抽出された二変数
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データに含まれるアウトカム変数の測定手段を述べた。なお、「アウトカム測定一覧」（表 7）に、

本レビューの全 62 文献に対するアウトカム及び測定値を示した。 
 
行動発達 
 二つの行動の発達に関するアウトカムは、問題行動と適応行動である。問題行動のアウトカムには、

内部化（例、遅滞、受動的）または外部化（例、攻撃的、非行）された問題行動の有無として二項的

に定義されるものと、これら行動の度合いとして連続的に定義されるものがある。連続的なアウトカ

ムは、7 文献（Davis  2005、Holton  2005、Jones‐Karena  1998、Rudenberg  1991、Strijker  2003、
Tarren‐sweeney 2000、Timmer 2004）でケア提供者による CBCL（Child Behavior Cheack List）の総合

的な問題行動尺度で測定、1 文献（Brooks 1998）でケア提供者による Behavior Problem Index で測定、

1 文献（Meztger  1997、Surbeck  2000）でケア提供者の報告により測定されていた。二項的なアウト

カムは、2 文献でケース記録により測定されている。一方、適応行動のアウトカムは、能力または前

向きな行動の度合いとして連続的に定義され、2 文献 Holton2005、Tarran‐Sweeney2006）でケア提

供者による CBCL の総合的能力尺度によって測定、2 文献（Belanger2002、Jones‐Karena1998）で

Vineland  Adaptive  Behavior  Scales（VABS）における適応的混合尺度によって測定、1 文献

（Surbeck2000）でケア提供者による報告により測定されていた。 
 
 
精神衛生 
 二つの精神衛生に関するアウトカムは、精神障害とウェルビーイングである。精神障害のアウトカ

ムには、精神疾患の有無として二項的に定義されるものと、精神病理学の測定方法で点数による連続

的なものとして定義されるものがある。二項的なアウトカムは、1 文献（Bilaver  1999）で病訴デー

タにより測定、1 文献（Harris  2003、Iglehart  1994）でケース記録により測定されていた。連続的な

アウトカムは、1 文献（Belanger 2002）でケア提供者により Devereaux Scales of Mental Disorders に
より測定されていた。一方、ウェルビーイングに関しては、健康的な心理状況の有無として二項的に

定義されるものと、ウィルビーイングまたは自己価値の度合いとして測定される連続的に定義される

ものがある。二項的なアウトカムは、1 文献（Wilson  1999）で児童の自己報告により測定、1 文献

（Harris  2003）でケースワーカーにより R.C. Monitoring  Protocol で測定、1 文献（Tompkins  2003）
でケースワーカーの報告により測定されていた。連続的なアウトカムは、1 文献（Metzger  1997）で

児童の自己報告方式の Personal Attribute Inventory for Children により測定されていた。 
 
 

措置の安定性 
 四つの措置の安定性に関するアウトカムは、管理データベースからの二次データにより測定される

措置数、措置期間、措置の崩壊、再措置である。措置数は、家庭外措置数として連続的に、または、

二回以下または三回以上の措置を経験するかどうか、二項的に測定されていた。二項的なアウトカム

は、4 文献（Coutney 1997b、Harris 2003、Metzger 1997、Zimmerman 1998）で用いられ、連続的な

アウトカムは、2 文献（Belanger  2002、Davis  2005）で用いられていた。措置期間は、5 文献

（Berrick 1997、Brooks 1998、Cole 2006、Davis 2005、Surbeck 2000）で、親族措置または里親措置

期間として連続的に測定、5 文献（Belanger  2002、Clyman  1998、Jenkins  2002、Sivright  2004、
Tompkins  2003）で家庭外ケアの措置期間として測定されていた。なお、米国では、12 ヶ月内に再統

合することが短期的な親族もしくは里親ケアに措置された児童に対する永続性に関する一次的な目標

とされることから、より長期にわたる措置またはケアの期間は、負のアウトカムとして考えられてい

ることには、注意が必要である．措置の崩壊は、2 文献（Sallnas 2004、Testa 2001）で、養育の永続

性に繋がることなく、親族または里親措置が終了したか否かによって二項的に測定されていた。再措

置は、1 文献（Fame  2000）で、養育に達成した後、家庭外ケアに再措置されたか否かを二項的に測

定されていた。 
 
 
養育の永続性 
 四つの養育の永続性に関するアウトカムは、再統合、養子縁組、後見、措置の維持・継続である。

四つすべてのアウトカムは、10 文献（Barth  1994、Berrick  1999、Mcintosh  2002、Sivright  2004、
Smith 2002、Smith 2003、Testa 1999、Testa 2001、Wells 1999、Zimmerman 1998）で管理データベ

ースからの二次データによる二次的に測定されていた。再統合は、家庭外措置の後、生みの親・実親
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の家庭への帰還として定義されていた。養子縁組は、親権の集結と養親への法的養育権の移動として

定義される。後見は、親族ケア提供者（多くのケースでは親族）への法的養育権の移動と親権の割当

として定義される。措置の維持・継続は、研究のためにデータ収集がされた際に、親族または里親ケ

アの措置に留まっていることとして定義されていた。 
 
 
学習習熟度 
 三つの学習習熟度に関するアウトカムは、留年、卒業、成績であり、すべて二項的に測定されてい

た。これらのアウトカムは、すべて米国における学習習熟度の測定である。留年は、4 文献（Berrick 
1994、Brooks  1998、Metzger  1997、Sripathy  2004）でケア提供者の報告により測定されるものとし、

児童が 1 学年もしくは複数学年に留まったか否かによって定義された。成績は、児童の学業に係るパ

フォーマンスが実際の学年レベルよりも下回るか否かにより定義され、1 文献（Iglehart  1995）で児

童の自己報告により測定され、1 文献（Iglehart 1994）でケース記録により測定されていた。 
 
 
家族関係 
 二つの家族関係に関するアウトカムは、帰属と衝突である。きぞくは、児童とケア提供者間の関係

性や帰属について認識される度合いとして定義され、1 文献（Chapman  2004）で児童の自己報告、1
文献（Chew  1998）で児童により記入された Attachment  Q‐Sort  Version  3  Assessment、1 文献

（Strijker 2003）、1 文献（Davis 2005）で児童により記入された Assessment  Interpersonal Relations、
1 文献でケア提供者により記入された Child  Well‐Being  Scales により、連続的に測定されていた。ま

た、1 文献（Cole  2006）でケア提供者及び児童の観察に基づく Ainsworth  Strange  Situation 
Procedures、1 文献（Mosek  2001）で児童により記入された Offer  Self‐Image  Questionnaire により二

項的に測定されていた。衝突は、1 文献（Berrick  1997）で、ケア提供者により記入された Index  of 
Family Relations により測定される家族機能の度合いとして連続的に定義されていた。 
 

 

サービスの利用度 
  三つのサービス利用度に関するアウトカムは、精神衛生サービス、身体的な医療サービス、発育サ

ービスであり、実際に児童が受けたサービスを受けたかどうかに公的に定義されるものである（参照

なし）。精神衛生サービス及び身体的な医療サービスの利用度は、1 文献（Bilaver  1999）で病訴デ

ータ、2 文献（Metzger  1997、Tompkins  2003）でケースワーカーの報告、3 文献（Jenkins  2002、
Scannapieco 1997、Sivright 2004）でケース記録、2 文献（Berrick 1994、Sripathy 2004）でケア提供

者の報告、1 文献（Clyman 1998）で The Young Kids Early Services Assessment (TYKES)で測定されて

いた。身体的な医療サービスは、1 文献（Bilaver  1999）で病訴データ、1 文献（Clyman  1998）で

TYKES により測定されていた。 
 
 
再虐待 
 二つの再虐待に関するアウトカムは、虐待の再発と施設虐待であり、管理データベースの二次デー

タにより二項的に測定されるものである。虐待の再発は、以前の虐待が確認された後に、再度、家庭

内虐待またはネグレクトの新たな発生（すなわち、親族ケア提供者や里親ではなく、実親・生みの親

による再発）が確認されたかどうかで定義され、1 文献（Fuller  2005）で報告されていた。施設虐待

は、家庭外措置環境（すなわち、実施・生みの親ではなく、親族ケア提供者または里親による再発）

での虐待またはネグレクトの発生が確認されたかどうかにより定義され、2 文献（Benedict  1996a、
Zuravin 1993）で報告されていた。 
 
 
4.2 本レビューに含めた文献の中でのバイアスに関するリスク 
 

本レビューに含めた文献は、選択バイアス、施行バイアス、検出バイアス、報告バイアス、消耗バ

イアスに関し、方法論的な質のアセスメントを行った。特に、各文献に対し、各バイアスそれぞれを

確認するための二つの小質問を設定し、低リスク、中リスク、高リスクを見積もった。「質のアセス

メントに関するレーティング」表（表 3）に示した様に、質のアセスメントによれば、エビデンス最



訳 伊田和泰（大阪教育大学大学院） 監訳 鶴田浩史（ビンコーインターナショナル株式会社） 

  19

低限、5 つのバイアスすべてにおいて中リスクであり、選別バイアスは高リスク、消耗バイアスは低

リスクである文献が含まれていることが示されている。 

 

選択バイアスに関し、5 文献（Belanger  2002、Clyman  1998、Holtan  2005、Metzger  1997、Testa 
2001）が低リスク、39 文献が中リスク、19 文献が高リスクと判断された。高リスクの文献には、共

変数に対するマッチングや統制を通して親族ケアと里親ケアを均質化することはせず、かつ、 状況

（例、居住地）や措置の特性（例、措置時の年齢、措置理由）、児童の人口統計学的特徴（例、ジェ

ンダー、民族性）に関する群間の比較のエビデンスも提供していないものを含めた。中リスクの文献

には、群間の均質化が行われているか、もしくは、群間の比較のエビデンスを提供しているものを含

めた。低リスク文献には、群間の均質化をし、かつ、群間の比較のエビデンスを提供しているものを

含めた。たとえば、これら文献は、措置歴、実親への訪問、ケア提供者の特徴（例、家族構成、年齢、

教育）に関して、ベースラインで群間の比較が可能なエビデンスを提供する。また、選択バイアスが

中または高リスクであると判断された主な理由は、均質化の手順の欠如や、措置・人口統計学的デー

タの未報告であったことによる。 
 

施行バイアスに関し、4 文献（Berrick 1997、Holtan 2005、Metzger 1997、Sivright2004）が低リス

ク、54 文献が中リスク、4 文献が高リスクと判断された。高リスク文献には、親族ケアと里親ケア群

は、介入に対して異なる暴露した経験をしており（例、措置期間）、かつ、措置中に異なるサービス

を受けている（例、ケースワーカーとの接触）ものを含めた。中リスクの文献には、各群が異なる暴

露を経験しているか、または、異なるサービスを受け取っているものを含めた。低リスクの文献には、

各群が異なる暴露も経験せず、かつ、異なるサービスを受け取っていないものをふくめた。選択バイ

アスに関し、中もしくは高リスクと判断された主な理由は措置期間及び措置中のサービスの受取に関

して不確かだったことによる。 
 

 検出バイアスに関し、4 文献（Benedict  1996a、Jenkins  2002、Scannapieco  1997、Zuravin  1993）
が低リスク、54 文献が中リスク、4 文献が高リスクと判断された。高リスクの文献には、親族ケア群

と里親ケア群が、同一の方法で定義されておらず（例、ケア提供者の資格、ケア提供者の特徴）、か

つ、措置の種類に由来するバイアスの掛かったアセスメントのエビデンスがあるもの（例、ケア提供

者の報告のみ）を含めた。中リスクの文献には、同一の方法で定義されていない、もしくは、バイア

スの掛かったアセスメントのエビデンスがあるものを含めた。低リスク文献には、同一の方法で定義

され、バイアスの掛かったアセスメントのエビデンスがないものを含めた。検出バイアスに関し、中

または高リスクと判断した主な理由は、どのように各群が定義されたのか不確かであり、アウトカム

の測定がケア提供者の報告または自己報告のみをデータとして使用していたことによる。バイアスの

掛かったアセスメントは、措置の種類によってはやむを得ないものであるが、児童福祉のアウトカム

への措置の効果の検出に、大きなインパクトを及ぼす可能性がある。 
 
 報告バイアスに関し、19 文献が低リスク、43 文献が中リスクと判断された。中リスクの文献には、

アウトカムの測定に用いたツールが完全に特定されている（例、データ収集手順）、もしくは、ツー

ルの使用に関する信頼性や妥当性に関する情報が報告されているものを含めた。低リスクの文献には、

ツールが完全に特定され、かつ、信頼性や妥当性に関する情報が報告されているものを含めた。報告

バイアスに関し、中リスクと判断された主な理由は、信頼性や妥当性の情報が欠如していたことによ

る。 
 
 消耗バイアスに関し、25 文献が低リスク、35 文献が中リスク、2 文献が高リスクと判断された。

高リスクの文献には、結果の報告に関し、全ての調査・分析項目が説明なされておらず（例、回答率

の低さ、紛失したアウトカム・データ）、かつ、消耗が結果に影響する可能性がある（例、参加者と

非参加者の間に有意な差異がある）ものを含めた。中リスクの文献には、すべての項目が説明されて

いないか、もしくは、消耗が結果に影響を与える可能性があるものを含めた。低リスクには、全ての

項目が説明されており、かつ、消耗が結果に影響を与えないものを含めた。中または高リスクと判断

された主な理由は、アウトカム・データの紛失による分析・調査項目の損失による。 
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4.3 介入効果 
 
メタ分析 
 
 効果サイズの計算に対して、3 文献以上で報告されているアウトカムのみを分析対象と考えた場合、

本レビューに含めた 28 のアウトカム中 16 のアウトカムに対してメタ分析に十分なデータがあった。

結果として、再虐待を除くすべてのカテゴリーで、アウトカムのメタ分析を行うことができた。これ

ら 16 のアウトカムの結果は、効果の統計的有意性、効果サイズの方向性や規模、効果サイズ推定値

の 95％の信頼区間、個々の効果サイズの異質性のエビデンスに関し、報告された。効果サイズは、

二変量データを報告している文献からのみ抽出されており、したがって、共変量による調整を反映し

ていない。なお、標準平均差（SMD）効果サイズがマイナスを示した場合は、親族ケア群がより良好

なアウトカムを有したことを示し、すべてのオッズ比効果サイズが 1.0 以下であった場合は、親族ケ

ア群がより良好なアウトカムを有したことを示す。 
 

行動発達 
問題行動に関し、効果サイズ推定値の算出に十分な二変量データを提供している 10 文献（Brooks 

1998、Davis 2005、Holtan 2005、Jones‐Karena 1998、Metzger 1997、Rudenberg 1991、Strijker 2003、
Surbeck  2000、Tarren‐Seeney  2006、Timmer  2004）に、統計的に有意で、小さいながらも全体的な

効果サイズがあった。全体的効果サイズ推定値は、g=‐0.24（信頼区間‐0.13〜‐0.35）であった（分析

1.1 参照）。したがって、親族ケアの児童は、里親ケアの児童に比較し、内部化・外部化されている

問題行動の報告の度合いが低かったといえる。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意

でなかった（p=0.01、I2=68.4%） 
 適応行動に関し、効果サイズ推定値の算出に十分な二変量データを提供している 5 文献（Belanger 
2002、Holtan 2005、Jones‐Karena 1998、Surbeck 2000、Tarren‐Seeney 2006）に、統計的に有意な全

体的効果サイズがあった。全体的効果サイズ推定値は、g=‐0.45（信頼区間‐0.19〜‐0.70）であった

（分析 1.2 参照）。したがって、親族ケアの児童は、里親ケアの児童に比較し、能力の報告の度合い

が高かったといえる。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意であった（p=0.01、
I2=68.4%） 
 
精神衛生 
精神障害に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供している 4 文献

（Bilaver 1999、Harris 2003、Iglehart 1994、McMillen 2005）に対して、統計的に有意な全体的効果

サイズがあった。全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=0.46（信頼区間 0.44〜0.49）であった

（分析  2.1  参照）したがって、里親ケアの児童は、親族ケアの児童に比較し、2.2 倍精神疾患を罹患

しやすいといえる。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意でなかった（p=0.93、
I2=0.0%）。 
 ウェルビーイングに関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供してい

る 3 文献（Harris  2003、Tompkins  2003、Wilson  1999）に、統計的に有意な全体的効果サイズがあ

った。全体的効果サイズ推定値は、オッズ比=0.52（信頼区間 0.51〜0.53）であった（分析 2.3 参照）。

したがって、親族ケアの児童は、里親ケアの児童に対して、1.9 倍情緒的に健康であったといえる。

異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意でなかった（p=0.95、I2=0.0%） 
 
措置の安定性 
措置の状況に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供している 4 文

献（Courtney  1997b、Harris  2003、Metzger  1997、Zimmerman  1998）に対して、統計的に有意な全

体的効果サイズがあった。全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=0.36（信頼区間 0.27〜0.49）で

あった（分析 3.1 参照）。したがって、里親ケアの児童は、親族ケアの児童と比較し、2.6 倍、3 回

以上の措置状況を経験したといえる。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意でなかっ

た（p=0.31、I2=16.8%）。 
 
措置期間に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供している文献は、

5 文献（Berrick 1994、Brooks 1998、Cole 2006、Davis 2005、Surbeck 2000）あった。全体的な効果

サイズは、里親ケアの児童を支持するものであったが、統計的に有意ではなかった。全体的な効果サ
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イズ推定値は、g=0.86（信頼区間‐0.98〜2.70）であった（分析 3.3 参照）。しかしながら、分析は、

母集団推計値であるゼロを除外することはできなかった。異質性検定では、本アウトカムに関する異

質性は、有意ではなかった（p<0.001、I2=99.4%） 

 

 家庭外ケアの措置期間に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供し

ている文献は、5 文献（Belanger 2002、Clyman 1998、Jenkins 2002、Sivright 2004、Tompkins 2003）
あった。全体的な効果サイズ推定値は、里親ケアの児童を支持するものであったが、統計的に有意で

はなかった。全体的な効果サイズ推定値は、g=0.21（信頼区間‐0.07〜0.48）であった（分析 3.6 参

照）。しかしながら、分析は、母集団推計値であるゼロを除外することはできなかった。異質性検定

では、本アウトカムに関する異質性は、有意ではなかった（p<0.001、I2=78.8%） 
 
養育の永続性 
 家族再統合に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供している文献

は、7 文献（Berrick  1999、Mcintosh  2002、Smith  2002、Testa  1999、Testa  2001、Wells  1999、 
Zimmerman  1998）あった。全体的な効果サイズは、里親ケアを支持するものであったが、その効果

は統計的に有意なものではなかった。全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=1.13（信頼区間 0.92
〜1.41）であった（分析 4.1）。しかし、分析は、母集団推計値のゼロを除外することはできなかっ

た。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は、有意でなかった（p<0.01; I2=77.8%）。 
 
 養子縁組に関して、効果サイズを算出するために十分な二変量データを提供している 6 文献

（Barth 1994、Berrick 1999、Smith 2002、Testa 1999、Testa 2001、Zimmerman 1998）に、統計的

に有意な全体的効果サイズがあった。全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=0.25（信頼区間 1.04
〜5.94）であった（分析 4.2）。したがって、里親ケアの児童は、親族ケアの児童に対して、より養

子縁組されやすかったといえる。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は、有意であった

（p<0.01、I2=98.5%）。 
 
 後見に関して、効果サイズを算出するために十分な二変量データを提供している 4 文献（Berrick 
1999、Testa  1999、Testa  2001、Zimmerman  1998）に、統計的に有意な全体的効果サイズがあった。

全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=0.26（信頼区間 0.10〜0.72）であった（分析 4.3 参照）。し

たがって、親族ケアの児童は、里親ケアの児童よりも、親族が法的な後見を引き受ける可能性が高か

ったといえる。異質性検定は、本アウトカムに関する異質性は、有意であった（p<0.001、
I2=93.1%）。 
 
 措置の維持・継続に関して、効果サイズを算出するために十分な二変量データを提供している 7 文

献（Barth  1994、Berrick  1999、Sivright  2004、Smith  2002、Smith  2003、Testa  2001、Zimmerman 
1998）に、統計的に有意な全体的効果サイズがあった。全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比

=2.24（信頼区間 1.66〜3.03）であった（分析 4.4 参照）。したがって、親族ケアの児童は、里親ケア

の児童と比較し、措置の維持・継続せれやすかったといえる。異質性検定では、本アウトカムに関す

る異質性は有意でなかった（p<0.001、I2=88.0%）。 

  
学習習熟度 
学習習熟度に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量データを提供している文献

は、4 文献（Berrick 1994、Brooks 1998、Metzger 1997、Sripathy 2004）があった。全体的な効果サ

イズは、親族ケアを支持するものだったが、統計的に有意ではなかった。全体的効果サイズ推定値は、

オッズ比=0.67（信頼区間 0.43〜1.05）であった（分析 5.3 参照）。しかし、分析は母集団推計値であ

るゼロを除外することができなかった。異質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意でなか

った （p=0.10; I2=51.9%)。 
 

家族関係 
 家族への帰属（連続的アウトカム）に関して、効果サイズ推定値を算出するために十分な二変量デ

ータを提供している文献は、5 文献（Chapman  2004、Chew  1998、Davis  2005、Strijker  2003、
Surbeck  2000）あった。全体的な効果サイズは親族ケアの児童を支持したが、統計的に有意ではなか

った。全体的な効果サイズ推定値は、g=‐0.01（信頼区間‐0.30〜0.28）であった（分析 6.1 参照）。し
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かし、分析は母集団推計値であるゼロを除外できなかった。異質性検定では、本アウトカムに関する

異質性は有意であった（p=0.09; I2=50.2%）。 
 家族への帰属（二項的アウトカム）に関し、効果サイズを算出するために十分な二変量データを提

供している文献は、3 文献（Chapman  2004、Chew  1998、Davis  2005、Strijker  2003、Surbeck  2000）
あった。全体的な効果サイズは、親族ケアの児童を支持するものであったが、統計的に有意ではなか

った。全体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=0.88（信頼区間 0.33〜2.30）であった（分析 6.3 参

照）。しかし、分析は、母集団推計値としてのゼロを除外することができなかった。異質性検定では、

本アウトカムに関する異質性は有意でなかった（p=0.12; I2=52.7%）。 
 
サービスの利用度 
 精神衛生サービスの利用度に関し、効果サイズを算出するために十分な二変量データを提供してい

る 9 文献（Berrick  1994;  Bilaver  1999;  Clyman 1998;  Jenkins  2002; Metzger 1997:  Scannapieco  1997: 
Sivright  2004;  Sripathy  2004;  Tompkins  2003）に、統計的に優位な全体的効果サイズがあった。全体

的効果サイズ推定値は、オッズ比=1.69（信頼区間 1.18〜2.42）であった（分析 7.1 参照）。したがっ

て、里親ケアの児童は、親族ケアの児童と比較し、精神衛生サービスを受けやすかったといえる。異

質性検定では、本アウトカムに関する異質性は有意であった（p<0.001、I2=97.2%）。 
  
 身体的な医療サービスの利用度に関し、効果サイズを算出するために十分な二変量データを提供し

ている文献は、4 文献（Bilaver  1999、Clyman  1998、Scannapieco  1997、Tompkins  2003）あった。

全体的な効果サイズは、里親ケアの児童を支持するものであったが、統計的に有意ではなかった。全

体的な効果サイズ推定値は、オッズ比=2.93（信頼区間は 0.46〜18.59）だった（分析 7.3 参照）。し

かし、分析は、母集団推計値としてのゼロを除外することができなかった。異質性検定では、本アウ

トカムに関する異質性は、有意であった（p<0.001; I2=99.3%）。 
 
 
多変量分析 
 
 措置時の年齢、ジェンダー、民族性、社会経済的状況、地理的領域、行動・健康問題、措置の理

由・措置歴、ケア提供者に係る変数、といった共変数を制御した多変量データを報告した文献は、児

童福祉アウトカムに対する親族ケアの効果に関し、より強力なエビデンスを提供し得る。したがって、

メタ分析データに含まれるが、より脆弱な準実験デザインから得られる結果は、「多変量分析を伴う

文献のアウトカム」表にまとめられた多変量データと組み合わせることで、より強固なエビデンスと

なりうる（表 1）。なお、一部の文献は、二変量及び多変量データを共に報告しており、分析の際に

は、両方に加えた。 
 

全体的にみて、多変量データは、概してメタ分析から得られた結果を支持するものである。たとえ

ば、問題行動に関し、多変量データを報告している二つの文献（Bennett  2000;  Holtan  2005）は、親

族ケア児童は、里親ケアの児童と比較し、有意に CBCL の点数が低いことを明らかにした。しかし、

一方、Surbeck  （2000）と Zima  （2000）は、群間での優位な相違を見出すことはできず、効果の傾

向も報告していない。適応行動に関し、多変量データを報告している 3 文献（Belanger 2002; Bennett 
2000; Brooks 1998）は、親族ケアの児童は、里親ケアの児童よりも、有意に適応行動をとることを明

らかにした。しかし、Zima（2000）は、同アウトカムに関して群間の相違を見出さず、効果の傾向

も報告しなかった。精神衛生サービスの活用に関し、多変量データを報告している 3 文献（Clyman 
1998、Leslie  2000a、McMillen  2004）は、里親ケアの児童は、親族ケアの児童と比較し、有意にサー

ビスの利用をすることを明らかにした。精神衛生に関し、多変量データを報告している 1 文献

（Metzger  1997）は、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、有意により良好なウェルビーイ

ングを持つことを明らかにした。 
 
 養育の永続性に関し、多くの多変量データが報告されている。再統合に関し、有意ではないメタ分

析の結果と同様に、多変量データを報告している 9 文献からの知見は決定的なものではなかった。特

に 3 文献（Berrick 1999、Courtney 1996a、Grogan‐Kaylor 2000）では、親族ケアの児童は、再統合し

やすいことを明らかにし、2 文献（Connell  2006a、Courtney  1996b）では、里親ケアの児童の方が再

統合しやすいこと明らかにした。また、Coutney （1997a）及び Frame （2002）では、再統合に関し

て有意な差がないことを明らかにし、効果の傾向も報告しなかった。Wells  （1999）と Zimmerman 
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（1998）では、同様に、再統合に関して、群間で差がないことを明らかにしたが、里親ケアの児童の

方が低い割合で再統合される傾向があることを明らかにした。養子縁組に関し、多変量データを報告

している 2 文献（Barth  1994、Courtney  1996b）で、里親ケアの児童は、親族ケアの児童と比較し、

より養子縁組されやすいことを明らかにした。さらに、Connell（2006a）では、養子縁組に関して有

意な差がないことを見出し、両グループに関する同一のリスク比を報告した。最後に、多変量データ

を報告している 2 文献（Berrick  1999、Smith  2003）では、里親ケアの児童は、親族ケアの児童と比

較し、有意にケアの維持・継続の可能性が低いことを明らかにした。 
 
 多変量データを報告している文献も、効果サイズ算出に対して十分なデータを持たない一部のアウ

トカムに対して、エビデンスを提供した。たとえば、多変量分析から得られた最も強固なエビデンス

は、再措置に関するものであり、7 文献（Berrick 1999、Courtney 1995、Frame 2000、Frame 2002、
Jonson‐Reid  2003、Wells  1999）が、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、再措置を受ける

可能性が有意に低いことを明らかにした。さらに、措置の崩壊に関する多変量データを報告した 3 文

献（Chamberlain  2006、Connell  2006b、Testa  2001）が、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較

し、措置の崩壊の可能性が低いことを明らかにした。安全性に関して、多変量データを報告した 2 文

献（Benedict  1996a、Zurvain  1993）が、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、施設虐待を

経験する可能性が低いことを明らかにした。虐待の再発に関して、多変量分析の結果で決定的なもの

はなかったが、Jonson‐Reid（2003）は、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、虐待の再発

を経験することが少ないことを明らかにしたが、一方、Fuller（2005）は、親族ケアの児童は、里親

ケアの児童と比較し虐待の再発を経験しやすいことを報告した。 
 

 

二変量分析 
  
「二変量分析を伴う文献のアウトカム」表（表 2）にまとめたように、二変量分析の結果を報告する

文献が複数存在するものの、効果サイズ推定値に関して十分な情報を提供していない。概して、これ

らの研究は、ナラティブな知見（有意ではない）を報告するが、一連の関連データを含むものではな

かった。たとえば、2 文献（Landsverk  1996、  Sripathy  2004）は、CBCL で測定される問題行動の度

合いに係る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定ついて、親族ケア児童と里親ケア児童の

間に相違がないことを明らかにした。しかし、Berrick（1994）は、メタ分析の結果及び多変量分析

の結果から、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、CBCL の合計問題行動点数において、有

意に低い点数を示すことを確認している。適応行動に関しては、Sripathy（2004）が、CBCL で測定

される適応行動の度合いについて、親族ケアの児童と里親ケアの児童の間に差異がないことを明らか

にしている。措置期間に関しては、2 文献（Scannapieco 1997、Zimmerman 1998）が、里親ケアの児

童は、親族ケアの児童と比較し、措置期間が有意に短いことを明らかにしている一方で、Metzger 
（1997）は、親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較して、措置期間が短いことを報告している。

再措置率に関しては、Zimmerman （1998）が、群間で相違ないことを明らかにしている。 
 
 
感度分析 
 
消耗が大きい研究と消耗が小さい研究を比較するための感度分析は計画されたが、実行されなかっ

た。これは、本レビューに含めた準実験研究に対して、消耗率を正確に決定することができなかった

ためである。特に、これら全ての文献は、介入後の調査のみから構成されており、介入前に、親族ケ

アや里親ケアに何人の児童が措置されていたのかを示すデータや、介入後の測定のためにデータ収集

を行うまでに調査研究から何名の児童が「ドロップアウト」したのかを示すことのできる介入前測定

が欠如していることが多い。一部の文献には欠損データがあり、複数の測定方法間で異なるサンプル

サイズを用いていた。これは、データがケースファイルの中に存在していなかったためか、収集でき

なかったためによるものと考えられる。しかし、欠損データは無作為に失われていたと推察され、よ

って、感度分析は実施しなかった。さらに、消耗バイアスのリスクが低い文献と高い文献を比較する

ための感度分析も実施されなかった。わずか 2 文献のみが高リスクを有すると判断されたためである。 
 
 児童による自己報告や両親・教師・ケア提供者による報告を行っている文献の比較のための感度分

析も、本レビューで計画されていたが、実施されなかった。なぜなら、選択されたアウトカムに対し
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てそのような比較が欠如していたためである。たとえば、児童の自己報告によるウェルビーイングを

測定した文献は 4 文献あるが、ケア提供者による報告を用いて測定を行った文献はわずか 1 文献のみ

であった。さらに、精神疾患や家族関係、問題行動に関して、児童の自己報告により測定した文献は

それぞれ 1 文献のみである。学習習熟度に関しても、児童の自己報告を用いた文献は 3 文献あったが、

試験の点数、卒業、成績具合に関しては、それぞれ 1 文献ずつしかなかった。したがって、他の測定

方法を用いた研究との比較は不可能であった。 
 

交絡因子を統制した研究としなかった研究の感度分析については、統計な手法を用いて行うことは

不可能だった。なぜなら、報告されているデータの種類が異なるためである。特に、交絡因子を制御

した文献は、マッチングよりも、多変量分析を用いていており（Rudenberg  1991、Testa  2001 を除

く）、多変量データの多くは、相関、ベータ係数、オッズ比、リスク比として報告されていた。した

がって、メタ分析の中で、これらのデータより二変量データによる効果サイズとの比較をするために

効果サイズを算出することはしなかった。ただし、二変量研究から得られた結果との比較を提供する

ために、多変量研究に対して票数計算を用いた。また、選択バイアスに係るリスクが低い文献と高い

文献を比較するための感度分析は、実施されなかった。わずか 5 文献のみが低リスクと判断され、文

献間で同一のアウトカムを共有するものがなかったためである。 
 
 
サブグループ分析 
 
 ジェンダー、民族性、措置時の年齢により介入効果の違いを検証する為のデータは十分に存在しな

かった。特に、異なる措置に対してジェンダー別のアウトカムのデータを報告していたのは Holtan 
（2005）だけであり、異なる措置に対して民族性別にアウトカムのデータを報告していたのは Smith 
（2002）だけであった。また、異なる措置に対して措置時の年齢別にアウトカムのデータを報告して

いた文献は存在しなかった。 
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5. 考察 
 
5.1 主な結果の概要 
 

利用可能なエビデンスの優越性に基づくと、親族ケアの児童は、問題行動、適応行動、精神障害、

ウェルビーイング、措置の安定性、後見に関して、里親ケアの児童よりも、良好なアウトカムを経験

しているようである。ただし、再統合、措置期間、家族関係、学習習熟度において、群間において有

意な差異はなかった。しかし、親族ケアに措置された児童は、里親ケアの児童に比べ、養子縁組や精

神衛生サービスの利用は少ない一方で、措置の維持・継続は高いようであった。多変量分析の結果は、

概して、これらの結果を支持するものであり、親族ケアの児童は、里親ケアの児童よりも、家庭外ケ

アへの再措置や措置の崩壊の可能性が低いことが示唆された。しかし、これらの結論は、レビューに

含めた研究の方法論やデザインに関する有意な脆弱性、特に、異なる群間の相互比較を通した決定的

なエビデンスの欠如より、軽減されている。研究者及び実務者は、親族ケア研究結果を曇らせるバイ

アスを軽減する為に、善処しなければならない。 
 
 本レビューは、虐待家庭から保護された児童に対する家庭外措置のひとつとして、親族ケアの実践

を支持するが、親族措置を強制する政策が、常に、児童や家族の最たる関心事とはならないかもしれ

ない。児童福祉の実務者からの専門的判断は、個々の児童のニーズ及び、これらのニーズに対応する

親族ケア提供者の能力の評価するために、用いるべきである。 
 
 
5.2 エビデンスの総合的な完全性と適用可能性 
 
全ての効果サイズは小〜中規模であるため、本エビューから得られる知見は、実践的な結論として

限定的である可能性がある。しかし、エビデンスの適用可能性は、特にキーとなるアウトカムに関し

ては、一考の価値があるはずである。たとえば、初期の行動機能に関するベースライン測定の欠如は、

里親ケア児童の現在の行動機能は低いといった曖昧な結論を導いている。さらに、ケア提供者の報告

はバイアスが係っているものかもしれない。なぜなら、里親は行動や精神衛生に係る事象の報告に対

してより強い動機付けがされている一方、親族は、その事象を受容できるものと見なす傾向が有り、

問題として報告しない可能性が高いからである。 
 
 永続性のアウトカムに関するばらつきのある結果に関し、長期にわたる親族ケアは、多くの国で、

永続性の定義を充足させるといったコンテキストの中で、解釈することができる。親族ケア提供者は

児童に対する養育権を付与されるからである。したがって、望ましくないアウトカム（例、ケアへの

再措置・継続）は、親族ケア措置が安全で永続的なものと考えれば、実際には望ましいものと捉える

ことができるかもしれない。養子縁組や後見は、永続性に係る二次的な目標であり、再統合が認めら

れない場合にのみ検討されるべきものである。さらに、これらの永続性に関するアウトカムは、原則

的に、個々の国家の公的／法的政策に依るものである。たとえば、養子縁組は、オーストラリアやイ

スラエル、オランダ、北欧諸国を含む米国以外の多くの国々では、永続性という点で、実行可能な選

択肢とはなっていない。 
 
 里親はより「システムに統合している」という一般的な考え方は、里親ケアの児童は、より精神衛

生サービスを受ける傾向にあることを説明しうるかもしれない。さらに、里親のトレーニングやスー

パーヴィジョンは、里親の精神衛生問題が特定されることが多いことやサービスの活用が高いことに

寄与している可能性もある。親族ケア提供者の低い免許所持率は、親族ケア児童の不均一なサービス

の利用の要因となっているかもしれない。しかし、里親児童の精神衛生サービスを利用可能性は、措

置の種類によって低くなる可能性もあれば、よりサービスに対するニーズの大きさにより高くなる可

能性もある。 
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5.3 エビデンスの質 
 
 本系統的レビューの主な限界は、親族ケアの量的研究位置づけが脆弱であることである

（Cuddeback  2004）。特に、「親族ケアを措置された児童と非親族ケアを措置された児童の差異」は、

群間の比較可に関し信頼度の欠如に繋がっており、それに伴い、家族保存サービスといった混入事象

の制御不足をもたらしている（Barth  2008,  p.218）。概して、レビューに含めた文献は、施行や検出、

報告、摩耗に関するバイアスに関するリスクが中〜高程度のものであり、本系統的レビューの結果の

確実性を弱めている。 
 
 その他、エビデンスの質に関する懸念は、介入と児童福祉のアウトカムの間の潜在的な乖離であり、

その乖離の中で、親族ケアの効果の十分な代表性が正確に測定されなければならない（Cuddeback 
2004）。伝統的な里親ケアと比較した場合、里親と「システム」の関係性はより標準化されているの

に対し、親族ケアの効果はより測定が難しいといえるかもしれない。たとえば、親族ケアの実施に関

して、各国内・間での実施に関するフィデリティの欠如がみられる。さらに、親族による措置、特に、

資格を持たないケア提供者による措置は、里親による措置と比較し、より私的なものとなり、児童福

祉機関の管理の外におかれることが多い。家庭外ケアに係る概念・専門用語・アウトカムは、親族に

よる措置に対して、常に適切であるとは限らない。これらの制限を鑑みれば、児童福祉政策やその運

用の枠組みの中に、親族ケアを完全かつ密接に適合させた後に研究調査を行うことがより適当である

とも考えられる。 
 
 
5.4 レビュープロセスにおける潜在的なバイアス 
 

 本レビューのプロセスで生じ得る潜在的なバイアスは、メタ分析の結果の有用性が、効果サイズの

計算の間に直面する課題によって、弱められてしまうことである。特に、不均質な統計値は、16 の

アウトカムの 10 に有意であり、効果サイズは、同類の調査構造間で、常に一貫しているものではな

かった。また、二変量データは全ての文献で報告されているわけではなく、いくつかのアウトカムに

関するメタ分析は、かろうじて最低数の 3 文献に限った上、他のアウトカムについては検証から外れ

た。その他の潜在的なバイアスは、多くの研究が少数の児童のサンプルを分析している一方で、非常

に大規模なデータセット用いた研究もあることである。結果として、いくつかのアウトカム（例、精

神障害、ウェルビーイング、措置設定）に関して、大規模なサンプル数を用いた研究は、小さなサン

プル数を用いた研究から導かれた効果を、完全に消し去る。また、系統的レビューでは、常に出版バ

イアスが問題となる。本レビューでは、出版バイアスの存在を検証しなかった。なぜなら、結果は多

くの研究を横断して広く分布しているからだ。しかし、本レビューでは、有意ではない結果を報告し

ている多くの研究とともに、出版されていないレポートや学位論文、論文を含んだ。 
 
 
5.5 他の研究やレビューとの一致と不一致 
  

 本レビューの結果は、Cuddeback  （2004）によって行われた「調査結果の統合（substantive 
synthesis of research)」の結果と強く一致していた。 
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6. 結論 
 
6.1 実践に対する考察 
 
 本研究の意義は、各国においてこの研究結果をどのように解釈するのかにもよるが、ソーシャルワ

ークの専門家や政策立案者に対する提言が明らかになった。もし親族ケアの目標が、児童の行動発

達・精神衛生機能・措置の安定性を向上させることであれば、エビデンスに基づく取り組みは、その

助けとなる。しかし、本レビューの知見は、単に家庭外ケアにおける措置の永続性や児童のサービス

利用の向上のために、親族ケアを単独で実施することを支持するものではない。実務者が本レビュー

からまず考えるべきことは、親族ケアが、ケースワーカーの関与やサービス提供が増えることで、よ

り効果的なものとなるかどうか、ということである（Geen  2000）。しかし、より大きな財政的・治

療的な支援よる潜在的な利益は、一部の親族ケア提供者が求める独立性に対して、重点化されなけれ

ばならない。また、関連し、政策立案者が検討すべきことは、親族ケア提供者に対して、資格基準の

設置の是非や（Geen 2000）、ケア提供者に対する財源確保（Hornby 1996）である。 
 

一方で、ウェルビーイングと永続性に係るアウトカムに対し、親族ケア提供者に対する低い委託費

用やサービス供給の少なさといった現状を考慮すると、親族に児童を任せることに、費用対効果があ

る可能性がある。したがって、児童福祉機関による親族ケアに対するアプローチの捉え方の議論の要

点となるだろう。とはいえ、里親ケアも、家庭外ケアのひとつの選択肢として継続されるべきである。

なぜなら、里親ケアを受ける児童も、前向きなアウトカムを経験しておるほか、また、適切な親族ケ

アが常に利用可能なものではないからである。 
 
 
6.2 研究に対する考察 
 
 親族ケア研究の主な制限を扱うため、一般化可能なサンプル・等価群・反復測定を用いた研究が必

要である Berrick（1994）。Cuddeback（2004）は、①児童に対する経時的なアウトカムを調査する

ための縦断的研究デザイン、②群間／研究間の比較の信頼性の向上が可能な、家族及び児童の機能性

を測る精神測定として適切な手段の開発、③新しい統計モデルを用いた選択バイアスの制御・理解の

重点化を提唱している。さらに、措置の継続による効果や、家庭外ケアの措置期間と児童の福祉に関

するアウトカムの関係性については、精査されるべきものである。また、親族ケアの効果は、調査対

象のサブグループや設定、介入内容を通して、区別され測定される必要もある。現在、たとえば、ケ

ア提供者のアウトカムに対する親族ケアの効果を信頼性高く測定している文献はほとんどない

（Gibbs2000）。 
 

他に、Testa（1992）は、免許資格を有した親族ケア提供者の財政面に関する調査の必要性を訴え

ている。一方、Cuddeback（2004）は、親族ケア提供者の資格とサービス提供の間の関係性の研究を

提言している。親族ケアの児童の教育的アウトカムに焦点を当てた研究は、確かに辞しされるべきも

のである。なぜなら、教育は、成人生活に効果的に適合していくために必要不可欠なものであるから

である。さらに、非公式・自発的な親族ケアの提供に関する研究は、ソーシャルワークに関する研究

者の最優先課題とすべきである。 
 

 前向きなアウトカムの関連因子について、親族ケアに内在する力学に関する質的研究は、本系統的

レビューの自然発生的産物といえる。特に、異なる種類の親族ケア提供者（例、祖父母、親戚、家族

の友人）の生の経験を調査することは、親族ケアの理解をさらに深めることにつながる。 
 
本トピックに関する研究は、主に米国を中心とするものであり、他国での研究実施が必要であるの

は明らかである。特に、西洋諸国のいたるところで、親族ケアは、その評判が高まっているところで

ある。たとえば、保護された児童に対する実践的でより永続性のあるアウトカムを明確にするために、

それぞれの国で異なる養育の永続性に係る目標は、今まで以上に精査されるべきである。 
 
研究者は、親族ケアをソーシャルワークのレパートリーの中で実現可能な選択とするために、革新

的な介入研究のデザイン・実施・結果の流布に関し、実務者とより密接して協働していかなければな
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らない。たとえば、新指標に係る変数やアウトカムの測定は、親族ケアの効果に関するより良好な分

析の促進を目的に、データ収集ツールに含まれるべきである。 
 

最後に、将来の更新方法の表（表 4）では、感度分析やサブグループ分析のように、本レビューで

は実施しなかったが、将来には含まれるべき方法を述べている。 
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8. 文献の特徴 
 
8.1 本レビューに含めた文献の特徴 
 
Barth（1994 年） 

方法  年齢、初措置施設、民族性、AFDC*資格の有無、措置前の予防サービスに関

する共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=526
里親ケア n=1,324 
1988 年及び 1989 年にカルフォルニアで里親ケアを開始し、1991 年に養子

縁組された全ての児童のローカルサンプルと同時期に親族ケアを開始した

全ての児童からの無作為に割付けられたサンプルの比較 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（養子縁組、措置の維持・継続）

備考 
*AFDC…Aid to Families with Dependent Children. 被扶養児童のいる家庭への扶養制度 
 
Belanger（2002 年） 

方法  家庭に関するインデックス変数及び親子の性格の一致に関するインデック

ス変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=22
里親ケア n=39 
ニューヨークのユダヤ人児童ケア協会から割付けられたローカルサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（精神障害）

行動発達（適応行動） 
措置の安定性（措置期間（家庭外保護）、措置数） 

備考 
 
Benedict（1996a 年） 

方法  児童のジェンダー、措置時の年齢、措置理由、措置の種類、措置前の健康

問題の指標、措置中の健康問題の指標に関する共変量を用いて調整した多

変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=90
里親ケア n=180 
ボルチモアの立証済み虐待報告で報告されている児童のローカルサンプル 
同時期に虐待報告のない家庭から児童一人ずつをまとめた比較サンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  再虐待（施設虐待）

備考 
 
Bennett（2000 年） 

方法  措置暦変数、里親認知変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイ

ズの測定 



訳 伊田和泰（大阪教育大学大学院） 監訳 鶴田浩史（ビンコーインターナショナル株式会社） 

  31

対象者  親族ケア n=28
里親ケア n=71 
前措置手続きの中で精神検査を受けた 2〜18 歳の里親児童；1994 年〜

1999 年に養子縁組のため措置を終了した児童（ニューヨーク西部大都市の

小児病院の外来を受信した児童）のデータベースから割付けされたサブセ

ット 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動、適応行動）

備考 
 

Berrick（1994 年） 

方法  交絡因子なし 
ジェンダー及び民族性の人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=246
里親ケア n=354 
1988 年 1 月から調査実施時の 1991 年まで、カルフォルニアで里親ケアを

受けた全ての児童に関する情報を有するカルフォルニア大学バークレー校

の里親データベース（UCB‐FCD*）から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置期間）

サービスの活用（精神衛生サービス） 
学習習熟度（留年数） 

備考 
*UCD‐FCD: University of California at Berkeley‐ Foster Care Database 
 
Berrick（1997 年） 

方法  交絡因子なし 

対象者  親族ケア n=28
里親ケア n=33 
カルフォルニア州の一郡から無作為に割付けられたローカルサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  家族関係（衝突）

備考 
 
Berrick（1999 年） 

方法  民族性に関する共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=32,946（養育の永続性に関するアウトカム） 
里親ケア n=32,586（養育の永続性に関するアウトカム） 
親族ケア n=52,573（措置の安定性に関するアウトカム） 
里親ケア n=41,286（措置の安定性に関するアウトカム） 
1989 年〜1991 年に、カルフォルニア州で、初めてケアを開始したすべて

の児童を含むサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合、養子縁組、後見、措置の維持・継続） 
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措置の安定性（再措置）

備考 
 
Bilaver（1999 年） 

方法  親族ケア／里親ケアの比較に関する交絡因子なし

人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=14,106
里親ケア n=33,649 
1994 年〜1995 年にメディケイドの資格を持つ全ての児童及び同時期に里

親ケアを受けた全ての児童から割付けられたローカルサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（精神障害）

サービスの活用（精神衛生サービス、発育サービス、身体に係る医療サー

ビス） 

備考 
 
Brooks（1998 年） 

方法  年齢に関する共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 
ジェンダー、民族性、年齢、小児保健、措置歴を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=242
里親ケア n=336 
1988 年 1 月から調査実施時までに、カルフォルニアで里親ケアを受けた全

ての児童に関する情報を有するカルフォルニア大学バークレー校・カルフ

ォルニア・サービス記録（UCB‐CSA*）から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  学習習熟度（留年数）

行動発達（問題行動、適応行動） 
措置の安定性（措置期間） 

備考 
*UCB‐CSA: University of California at Berkeley‐California Services Archive 
 
Chamberlain（2006 年）

方法  問題行動スコア、家庭内児童、児童の年齢、ケアの種類、児童のジェンダ

ー、親の民族性、児童の民族性関する共変量を用いて調整した多変量効果

サイズの測定 

対象者  親族ケア n=88
里親ケア n=158 
カルフォルニア州サンディエゴ群で公営里親施設の里親・親族の養育スキ

ルの強化を目的とした介入効果に関するより大規模な調査において、”普通

の“里親ケア管理状態に参加した者 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置の中断）

備考 
 



訳 伊田和泰（大阪教育大学大学院） 監訳 鶴田浩史（ビンコーインターナショナル株式会社） 

  33

Chapman（2004 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較なし 

対象者  親族ケア n=36
里親ケア n=82 
12 ヶ月間ケアを受け、6 歳以上の児童で、国家児童・青年ウェルビーイン

グ調査（NSCAW)から全国的に割付けられたサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  家族関係（家族への帰属）

備考 
*NSCAW…National Survey of Child and Adolescent Well‐Being 
 
Chew（1998 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較なし 

対象者  親族ケア n=7 
里親ケア n=24 
カルフォルニアの市内病院の里親ケアプログラムでの調査を通し、長期的

に追跡された、48 ヶ月から 23 歳までの里親ケアのた児童から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  家族関係（家族への帰属）

備考 
 
Christopher（1998 年）

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較なし 

対象者  親族ケア n=24
里親ケア n=42 
ケム群の人的サービス局の永続的措置課が有する措置終了記録にある 1995
年及び 1996 年に措置を終了した若者から構成 

介入  表 6 参照 

アウトカム  学習習熟度（卒業）

備考 
 
Clyman（1998 年） 

方法  ケア提供者の教育歴、一生涯の出生数、一生涯の里親数、収入、措置期間

に関する共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 
ジェンダー、年齢、民族性、親権状況、ケア提供者の教育・雇用、ケア期

間、収入を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=41
里親ケア n=48 
三ヶ月間措置を受けた全ての家族を用いて、郊外の西武郡から割付けられ

たローカルサンプル；一家族から一名の児童を無作為割付 

介入  表 6 参照 
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アウトカム  サービスの活用（精神衛生サービス、発育サービス、身体に係る医療サー

ビス） 
措置の安定性（措置期間（家庭外保護）） 

備考 
 
Cole（2006 年） 

方法  ジェンダー、人種／民族性、年齢を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=12
里親ケア n=34 
少なくとも 6 ヶ月間継続的に身元確認されたケア提供者と生活した 10 ヶ月

〜15 ヶ月の新生児（出生後 3 ヶ月ケア提供者に措置され）を養育している

全ての親族ケア提供者及び他のケア提供者（郡児童福祉データベースに登

録）から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  家族関係（家族への帰属）

措置の安定性（措置期間） 

備考 
 
Connell（2006a 年） 

方法  児童変数及びエピソード変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サ

イズの測定 

対象者  親族ケア n=1,310
里親ケア n=2,108 
ロード島児童・若者・家族局から割付けられたローカルサンプル 
1998 年〜2002 年に初期措置を受けたすべての児童を含む 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合、養子縁組）

備考 
 
Connell（2006b 年） 

方法  ケア開始時の年齢、ジェンダー、人種／民族性、児童リスク要因、以前の

措置経験、措置理由、サービス提供状態に関する共変量を用いて調整した

多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=1,310
里親ケア n=2,108 
1998 年 1 月 1 日〜2002 年 12 月 31 日にロード島ですべての里親ケア措置

から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置の中断）

備考 
 
Courtney（1995 年） 

方法  ケア終了時の年齢、人種／民族性、健康問題、貧困、措置終了前の措置、
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措置終了前のケア提供時間に関する共変量を用いて調整した多変量効果サ

イズの測定 

対象者  親族ケア n=2,976
里親ケア n=3,132 
1988 年 1 月 1 日〜6 月 30 日、カルフォルニアで、里親ケアシステムの第

一段階が終了し家族に戻され、1991 年 6 月までに里親ケア状態を観察され

た児童 6,841 名から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（再措置）

備考 
 
Courtney（1996a 年） 

方法  人口統計学的かつ措置変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイ

ズの測定 

対象者  親族ケア n=688
里親ケア n=1,016 
カルフォルニアの児童サービス記録からのローカルサンプル 
1991 年〜1992 年に措置終了し、終了時 17 歳以上で、終了前までに少なく

とも 18 ヶ月里親ケアを受けていたサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合、養子縁組）

備考 
 
Courtney（1996b 年） 

方法  児童変数、家族変数、措置変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果

サイズの測定 

対象者  親族ケア n=2,092
里親ケア n=5,342 
1988 年にケアを開始したカルフォルニア里親ケアシステムからのローカル

サンプル 
条件に合致するすべての児童をサンプルとし、措置終了の週類に基づい

て、対照群を割当 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合、養子縁組）

備考 
 
Courtney（1997a 年） 

方法  児童のジェンダー、人種／民族性、家庭外ケア開始時の年齢、健康問題、

保護／措置変数、AFDC 資格、国籍に関する共変量を用いて調整した多変量

効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=6,588
里親ケア n=13,431 
カルフォルニア大学バークレー校児童福祉研究センターの児童サービス記

録に保管されているカルフォルニア州児童福祉管理データから割付 
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1998 年、カルフォルニア群児童福祉局により家庭外に初めて保護された全

ての虐待またはネグレクト児童（保護時に、12 歳以下の児童） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（再措置）

養育の永続性（再統合） 

備考 
 
Courtney（1997b 年） 

方法  親族ケア／里親ケアの比較に関する交絡因子なし

人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=3,487
里親ケア n=7,702 
1988 年に臨時ケア施設にいた児童または、1998 年〜1994 年 6 月までにケ

アを開始した児童に関する管理データからなるカルフォルニア大学里親ケ

アデータベースから割付 
措置の安定性を調べるため、1988 年の第一四半期にケアを開始した全ての

児童（当初、里親家族家庭または親族里親ケアに措置された児童。1992 年

末まで追跡。分析のためケース別に分類、ケース開始時から終了まで。）

から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置数）

備考 
 
Davis（2005 年） 

方法  措置変数、ケア提供者変数、児童変数に係る共変量を用いて調整した多変

量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=8 
里親ケア n=22 
当時、ニューヨーク州の 5 郡で里親ケアに措置されていた 12〜18 歳のアフ

リカ系アメリカ人の青年から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動）

家族関係（家族への帰属） 
措置の安定性（措置期間、措置数） 

備考 
 
Frame（2000 年） 

方法  母親の犯罪歴、措置時の児童の年齢、再統合前の措置の種類、母親の薬物

乱用に関する共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=26
里親ケア n=62 
カルフォルニア州児童サービス当局（里親ケア情報システム）の一部であ

る管理データベースに記録されていた 200 名の新生児（1 日〜12 ヶ月）か

ら無作為割付（新生児は、1990 年〜1992 年に、大都市圏で家庭外ケアを

開始し、少なくとも一人の親と再統合し、その記録が 1996 年 1 月まで追跡
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できた者） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（再措置）

備考 
 
Frame（2002 年） 

方法  児童の人種、ジェンダー、年齢、保護／措置変数、施設の滞在期間に関す

る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=314
里親ケア n=960 
カルフォルニア州の 6 郡で、1991 年 7 月 1 日〜1992 年 6 月 30 日までに

里親ケアに措置された 0 歳〜2 歳 6 ヶ月の全ての児童から割付（1995 年

12 月 31 日まで追跡） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（再措置）

養育の永続性（再統合、措置の維持・継続） 

備考 
 
Fuller（2005 年） 

方法  児童変数、ケア提供者変数、家族環境変数、サービス提供変数、虐待ケー

スの取り扱いに関する変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイ

ズの測定 

対象者  親族ケア n=77
里親ケア n=62 
1998 年度〜2001 年度、”return  home”で措置を完了した全ての児童に関す

る児童・若者を中心とする情報システム・データベースから児童を非無作

為に割付 
児童に対してマッチング（虐待が確認された児童それぞれに対して 1 名の

比較児童; マッチングの項目については未提供） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  再虐待（虐待の再発）

備考 
 
Gragan‐Kaylor（2000 年） 

方法  個々人の変数、家族に関する変数、児童が措置された国の里親ケア取扱件

数の人口に関する変数、里親ケア資格に関する変数に係る共変量を用いて

調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  N=16,866 
1988 年〜1995 年にケアを受けており、初期措置されたサンプル（10%の

無作為）を基本 
カルフォルニア州の里親ケア情報システムから使用したローカルサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合）
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備考 
 
Harris（2003 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=41
里親ケア n=155 
裁判所監理事務所サンプリングを用いて、アラバマ州各郡から無作為に割

付けられたサンプル 
調査条件に合致した、1997 年〜2001 年に開始され、州が熱かった全ての

ケースを含むサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（精神障害）

措置の安定性（措置数） 

備考 
 
Holtan（2005 年） 

方法  児童に関する変数、措置に関する変数、ケア提供者に関する変数に係る共

変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=110
里親ケア n=89 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動、適応行動）

備考 
 
Iglehart（1994 年） 

方法  民族性、ジェンダー、保護理由、措置歴、措置期間を用いた人口統計学的

比較 

対象者  親族ケア n=352
里親ケア n=638 
ノルウェーで、親族ケアまたは非親族里親ケアを最低 1 年間受けており、4
歳〜13 歳で、国の監督の下にいた児童から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動）

精神衛生（精神障害） 
学習習熟度（学業成績） 

備考 
 
Iglehart（1995 年） 

方法  交絡因子なし 
ジェンダー、民族性を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=42
里親ケア n=69 
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親戚に措置または非親族の里親家族に措置されていた 16 歳以上の青年（白

人、アフリカ系アメリカ人、スペイン系アメリカ人青年のみ）のみを含む

ロスエンジェルス郡データから割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  学習習熟度（学業成績）

備考 
 
Jenkins（2002 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=76
里親ケア n=105 
1996 年、ニューヨーク市のボランティアの里親ケア委託機関で、少なくと

も 14 週間、親族または非親族の里親ケアを受けていた児童から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置期間（家庭外保護）

家族関係（家族への帰属） 
サービスの活用（精神衛生サービス） 

備考 
 
Jones‐Karena（1998 年）

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=159（問題行動に関するアウトカム）

里親ケア n=241（問題行動に関するアウトカム） 
親族ケア n=107（適応行動に関するアウトカム） 
里親ケア n=164（適応行動に関するアウトカム） 
ニューヨーク州バッファローにある小児病院が依頼クリニックにあるデー

タベースより割付;  エリエ郡里親ケア児童の精神診断から収集されたデータ

ベースに含まれている情報（ニューヨーク州で、養子縁組を待つ全ての児

童は、養子縁組が完了する前に、精神診断を行うことになっている。） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動、適応行動）

備考 
 
Jonson‐Reid（2003 年）

方法  児童に関する人口統計学的変数、家族の出生地に関する変数、児童虐待／

ネグレクトの報告に関する変数、家庭外保護前後の家庭内サービスの提

供、里親ケアに関する変数に関する共変量を用いて調整した多変量効果サ

イズの測定 

対象者  親族ケア n=360
里親ケア n=823 
1993 年または 1994 年にケアを開始し、4.5 年の調査機関中にケアを終了

した児童に関するミズーリ州のケース記録から割付けられたローカルサン

プル; 調査条件に合致する全てのケース 
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介入  表 6 参照 

アウトカム  再虐待（虐待の再発）

措置の安定性（再措置） 

備考 
 
Landsverk（1996 年） 

方法  親族ケア／里親ケアの比較に関する交絡因子なし

年齢、ジェンダー、親の状況、保護理由を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=298
里親ケア n=371 
1990 年 5 月〜1991 年 10 月、サンディエゴ郡で、家庭外措置を開始し、少

なくとも 5 ヶ月間措置を継続していた 0 歳〜16 歳の児童から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動）

備考 
 
Leslie（2000a 年） 

方法  里親ケアか石地の年齢、人種／民族性、ジェンダー、虐待歴、措置パター

ン、臨床的に明確な問題行動の有無に関する共変量を用いて調整した多変

量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=53
里親ケア n=243 
1990 年〜1991 年にサンディエゴ郡の 0 歳〜16 歳の児童のローカルサンプ

ル（より長期の研究より抽出） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  サービス活用（精神衛生サービス）

備考 
 
Mcintosh（2002 年） 

方法  ジェンダー、民族性、措置理由を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=39
里親ケア n=54 
ロスエンジェンルス郡の家族維持（再統合）ケース及び永続的措置（非再

統合）ケースのアウトカムに関する恣意的サンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合）

備考 
 
McMillen（2004 年） 

方法  傾向変数、可能性変数、必要性変数に係る共変量を用いて調整した多変量

効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=75
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里親ケア n=115
2001 年〜2003 年にミズーリ州里親ケアシステムから割付けられたサンプ

ル 
条件（17 歳以上で、特定地域に暮らし、度重なる家出をしていない者）に

合致する全ての若者の恣意的サンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  サービス活用（精神衛生サービス）

備考 
 
McMillen（2005 年） 

方法  人口統計学的変数、虐待歴変数、住環境の相違に関する変数に係る共変量

を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=75
里親ケア n=115 
ミズーリ州家族サービス課から割付けられたローカルサンプル（2001 年〜

2003 年、17 歳以上の若者） 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（精神障害）

備考 
 
Metzger（1997 年） 

方法  児童の年齢、児童のジェンダー、実親の訪問数、措置に関する変数に係る

共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 
ジェンダー、民族性、措置理由を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=52
里親ケア n=55 
マンハッタンの民間非営利機関から割付けられたローカルサンプル（三ヶ

月の調査期間中に措置された 7 歳以上の全ての児童 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（ウェルビーイング）

措置の安定性（措置数、措置期間） 
学習習熟度（留年数） 
行動発達（問題行動） 
サービス活用（精神衛生サービス） 

備考 
 
Mosek（2001 年） 

方法  児童に関する変数、家族に関する変数、里親に関する変数、家族関係に関

する変数を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=20
里親ケア n=18 
調査機関（1994 年〜1996 年）に、イスラエル北部で里親ケアを受けてい

る（最低 4 年間）12 歳〜18 歳の女子の恣意的サンプル 

介入  表 6 参照 
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アウトカム  精神衛生（ウェルビーイング）

家族関係（家族への帰属） 

備考 
 
Rudenberg（1991 年） 

方法  年齢、ジェンダーに係る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定

民族性、年齢、ジェンダーを用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=28
里親ケア n=28 
8 歳〜17 歳で、少なくとも一人の実祖父母または里親家族と暮らしてい

る、過去に虐待を受けた児童から割付 
祖父母のケア提供者には「祖父母による愛・行き方の道標」（GOLD*）と呼

ばれるサンディエゴ地域のグループのメンバーや孫を養育する祖父母に対

する治療的支援グループに参加しているメンバー、家庭裁判所サービスを

通して仲裁に関わり、サンディエゴ郡の高等裁判所によって養育権を付与

された祖父母を含む 
里親児童は、家族ケアリソース・センター（サンディエゴ郡里親ケア機

関）より選別され、調査研究は、サンディエゴ／里親児童保健プロジェク

ト（サンディエゴ郡の小児病院・保健所の児童保護センターとサンディエ

ゴ郡社会サービス局児童救出課による共同公開事業）によって実施され

た。 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動）

備考 
*Gold…Grandparent Offering Love and Direction 
 
Sallnas（2004 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=144
里親ケア n=323 
スウェーデン・国家保健・福祉委員会によって監理されている国家データ

ベースより、13 歳〜16 歳で、1991 年に家庭外ケアに措置された若者のコ

ホートから割付;  1991 年、諸措置として里親ケアを受けている若者から二

人に一人ずつ無作為に割付。ただし、施設ケアを初措置とする若者は全て

含む 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置の中断）

備考 
 
Scannapieco（1997 年）

方法  交絡因子なし 
状況、措置の特徴、児童に関する変数を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=47
里親ケア n=59 
メリーランド里親ホームのローカルサンプル 
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研究には、1993 年に楷書された全ての親族ホームと伝統的な里親ホームか

ら無作為に割付けられたホームを含む 

介入  表 6 参照 

アウトカム  サービスの活用（精神衛生サービス、身体に係る医療サービス） 
措置の安定性（措置期間（家庭外保護）） 

備考 
 
Skin（2003 年） 

方法  個々人の変数、精神衛生に関する変数、措置に関する変数、学校に関する

変数、精神衛生サービスの使用に関する変数、被害者化に関する変数に係

る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=58
里親ケア n=36 
シカゴ大学のチャピン・児童ホールセンターにより管理されているイリノ

イ州児童・家族サービス局データベースから選別された里親を持つ年長の

若者を無作為割付けたサンプル; サンプル集団は、1998 年 12 月 1 日現在、

16.5 歳〜17.5 歳で、イリノイ州で臨時ケアを受けていた若者からなる; 一次

サンプルのデータを収集した後、サンプルサイズを調査結果の一般性を増

すために増大させ、2000 年 2 月 1 日現在で、家庭外ケアにいる 16.5 歳〜

17.5 歳までの若者を無作為に割付けたサンプルを加えた 

介入  表 6 参照 

アウトカム  学習習熟度（学業成績）

備考 
 
Sivright（2004 年） 

方法  交絡因子なし 
措置時の年齢、ジェンダー、民族性、措置理由に関する人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=51
里親ケア n=67 
ニューヨーク里親ケア機関から無作為に割付けたローカルサンプルで、

1995 年〜2000 年に、初期措置を経験し、12 歳以下の児童のみを含む 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置期間（家庭外保護））

サービスの活用（精神衛生サービス） 
養育の永続性（措置の維持・継続） 

備考 
 
Smith（2002 年） 

方法  年齢、ジェンダー、人種／民族性を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=39
里親ケア n=36 
1993 年 10 月〜1994 年 4 月、ニューヨークの一郡で、確認されているすべ

ての親族ケア措置から割付けられたサンプル；調査には新生児のみを対象 

介入  表 6 参照 
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アウトカム  養育の永続性（養子縁組、再統合、措置の維持・継続） 

備考 
 
Smith（2003 年） 

方法  児童、家族、ケースに関する変数に係る共変量を用いて調整した多変量効

果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=379
里親ケア n=878 
1997 年 10 月に親権の終了を基に、養子縁組・里親ケア分析報告システム

（AFCARS*）から割付けた全国的なサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（措置の維持・継続）

備考 
*AFCRS…Adoption and Foster Care Analysis and Reporting System 
 

Sripathy（2004 年） 

方法  措置理由を用いた人口統計学的比較

対象者  親族ケア n=31
里親ケア n=31 
ニューヨーク市にある里親機関から募集;  少なくとも 6 ヶ月間里親ケアと生

活してきた若者 

介入  表 6 参照 

アウトカム  学習習熟度（留年数）

サービスの活用（精神衛生サービス） 
行動発達（問題行動、適応行動） 

備考 
 
Strijker（2003 年） 

方法  親族ケア／里親ケアの比較に関する交絡因子なし

人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=68
里親ケア n=52 
長期ケアのケースワーカーよる判断により便宜的に割付けたサンプル 
オランダにおけるローカルサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  家族関係（家族への帰属）

行動発達（問題行動） 

備考 
 
Surbeck（2000 年） 

方法  児童、両親、ケア提供者の性格に係る共変量を用いて調整した多変量効果

サイズの測定 
児童に関する変数、実母に関する変数、ケア提供者に関する変数、物質的
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資産に関する変数、家庭への帰属に関する変数、施設訪問回数、サービス

に関する変数を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=98
里親ケア n=102 
ペンシルバニア州の一機関のケース記録から割付けたローカルサンプル 
調査機関中に条件に合致した全てのケースを意図的に割付けたサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動、適応行動）

家族関係（家族への帰属） 
措置の安定性（措置期間） 

備考 
 
Tarren‐Sweeney（2006 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=50
里親ケア n=297 
オーストラリアのニューサウス・ウェールズ州で、地域サービス局長の監

督の下（地域サービス局がケースワークの責任も有する）、里親ケアまた

は親族ケアを受けている、すべての 4 歳〜9 歳の児童を割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動、適応行動）

備考 
 
Testa（1999 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=2,159
里親ケア n=4,003 
イリノイ州の専門的里親ケアプログラムから割付けられたローカルサンプ

ル: 同様の機関から対照群を無作為に割付けたサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  養育の永続性（再統合、養子縁組、後見）

備考 
 
 
 
Testa（2001 年） 

方法  年齢、措置期間、親族の状況、ジェンダー、措置に関する変数、関係性に

関する度合いに係る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=955
里親ケア n=955 
二つのソースより割付けたデータ(1)IDCFS*,チャピン・児童ホールセンター

局の統合データベース、及び(2)1994 年親戚ケア提供者に関する社会評価調
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査(RCSA*) 
統合データベースより抽出された、1991 年 7 月 1 日〜1995 年 6 月 30
日、イリノイ州クック郡で開始された親族ケア及び非親族里親措置の管理

ケース記録（措置は、ケース解決もしくは措置の崩壊、または、1999 年 6
月 30 日まで、経時的に追跡） 
統合データベースから RCSA の回答までを結合させることで作成したデータ

セット;  非親族里親ケアの児童の対照群は、児童の年齢及び措置機関を基に

マッチングを行った。 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置の中断）

養育の永続性（養子縁組、後見） 

備考 
*IDCFS…Integrated Database designed for the Department of the Chapin Hall Center for Children 
*RCSA…Relative Caregiver Social Assessment survey 
 
Timmer（2004 年） 

方法  親族ケア／里親ケアの比較に関する交絡因子なし

児童のジェンダー・年齢・民族性・虐待歴・措置期間、ケア提供者の民族

性・学業成績・婚姻状態を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=92
里親ケア n=141 
児童福祉システムの児童を中心とするクリニックにおける親子関係セラピ

ーサービスに照会された親族・非親族の里親及び児童から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動）

備考 
 
Tompkins（2003 年） 

方法  親族ケア／里親ケアの比較に関する交絡因子なし

ケア提供者の年齢・ジェンダー・民族性・雇用状態・婚姻状態、児童の年

齢・ジェンダー・民族性を用いた人口統計学的比較 

対象者  親族ケア n=122,058
里親ケア n=193,681 
1993 年 3 月 1 日〜1994 年 3 月 1 日、児童福祉サービスを受けている児童

及び家庭に対して提供されている保護・予防・再統合サービスに関する全

国調査から無作為に割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（ウェルビーイング）

措置の安定性（措置期間（家庭外保護） 
サービスの活用度（精神衛生サービス、身体に関する医療サービス） 

備考 
 
Vogel（1999 年） 

方法  人種、年齢、ジェンダー、措置前サービスの受取に係る共変量を用いて調

整した多変量効果サイズの測定 
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対象者  親族ケア n=43
里親ケア n=616 
1994 年（カレンダー年）〜1996 年 2 月、初めて、臨時、公営の措置を受

け始めた児童から割付 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置期間（家庭外保護））

備考 
 
Wells（1999 年） 

方法  措置開始時の年齢、ジェンダー、民族性、措置開始時の健康問題、保護／

措置に関する変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=1155
里親ケア n=1157 
1992 年〜1993 年にケアを開始した児童で、オハイオ州記録から割付けら

れたローカルサンプル 
特定期間に調査条件を満たした全ての児童を含む 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（再措置）

養育の永続性（再統合） 

備考 
 
Wilson（1999 年） 

方法  交絡因子なし 
人口統計学的比較無し 

対象者  親族ケア n=100
里親ケア n=100 
1993 年〜1996 年、イリノイ州で家庭外ケアを受けた児童から、無作為割

付法／層化割付法で、割付けられたサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  精神衛生（ウェルビーイング）

備考 
 
Zima（2000 年） 

方法  児童年齢、ジェンダー、民族性、里親の教育歴、措置歴に関する変数、学

校歴に関する変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=171
里親ケア n=44 
家庭外措置を受けている 6‐12 歳の児童で、ロスエンジェルス郡児童・家族

サービス局管理情報システムから割付 
1996 年 7 月〜1998 年 3 月、2 ヶ月毎に、8 つの郡サービス地域のうち 3
地域から選ばれた児童 

介入  表 6 参照 

アウトカム  行動発達（問題行動、適応行動）

学習習熟度（留年数） 
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備考 
 
Zimmerman（1998 年）

方法  里親ケアシステムに関する変数、児童出生家族に関する変数、児童に関す

る変数、措置に関する変数、実親のケース参加に関する変数に係る共変量

を用いて調整した多変量効果サイズの測定 

対象者  親族ケア n=126
里親ケア n=197 
ニューヨーク市里親ケア記録から無作為割付されたローカルサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  措置の安定性（措置数）

養育の永続性（再統合） 

備考 
 
Zuravin（1993 年） 

方法  申請・再免許に関する変数に係る共変量を用いて調整した多変量効果サイ

ズの測定 

対象者  親族ケア n=135
里親ケア n=161 
1984 年 1 月〜1998 年 12 月 31 日、虐待に対して委託された里親家庭及び

虐待が報告されていない家庭を基に、ボルチモア市ソーシャルサービス局

から非無作為に割付けられたサンプル 

介入  表 6 参照 

アウトカム  再虐待（施設虐待）

備考 
 
 
8.2 本レビューから除外した文献の特徴 
 
Adams （1969 年） 

除外理由  絶版・入手不可

 
Ainsworth （1988 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Ajdukovic （2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Ajdukovic （2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Almgren （2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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Altshuler （1998 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Altshuler （1990 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Anaut（1999 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Anderson（1995 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Aquilino（1991 年） 

除外理由  親族ケア以外の介入に関する文献

 
Armsden（2000 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Backovic（2006 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Barber（2003 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Barth（1995 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Bass（2004 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Beatty（1995 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Benedict（1990 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Benedict（1994 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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Benedict（1996b 年） 

除外理由  18 歳以上の成人サンプルによる研究

 
Berman（2004 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Berrick（1995 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Billing（2002 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Blumberg（1996 年） 

除外理由  措置の種類が成果として示され、介入となっていない 
 
Broad（2001 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Borad（2004 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Browne（2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Browning（1994 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Cantos（1996 年） 

除外理由  親族ケアが他の里親ケアと区別されていない

 
Cariglia（1999 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Carlson（2002 年） 

除外理由  18 歳以上の成人サンプルによる研究

 
Carpenter（2001 年） 

除外理由  18 歳以上の成人サンプルによる研究

 
Carpenter（2003 年） 

除外理由  入手不可 
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Carpenter（2004a 年） 

除外理由  入手不可 
 
Carpenter（2004b 年） 

除外理由  18 歳以上の成人サンプルによる研究

 
Chen（2000 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Chipungu（1998 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Clawar（1984 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Clymon（2002 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
CNNP（1996 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Cole（2001 年） 

除外理由  ケア提供者に対する成果を報告し、精神衛生が児童のウェルビーイングに

なっていない 
 
Cole（2005a 年） 

除外理由  ケア提供者に対する成果のみを報告している

 
Cole（2005b 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Colton（1994 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Colton（1995 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Courtney（1992 年） 

除外理由  入手不可 
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Courtney（1994 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Courtney（1996 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Courtney（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Cranley（2003 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Crawford（2006 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Cuddeback（2002 年） 

除外理由  ケア提供者に対する成果のみを報告している

 
CWLA（1995 年） 

除外理由  入手不可 
 
Davidson‐Arad（2003 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Davis（1993 年） 

除外理由  入手不可 
 
Davis（1996 年） 

除外理由  入手不可 
 
De Cadiz（2006 年） 

除外理由  介入は、非公式な親族ケアのみ

 
Delfabbro（2002 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Delfabbro（2003 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Du（2002 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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Dubowitz（1990 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Dubowitz（1992 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Dubowitz（1993a 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Dubowitz（1993b 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Dubowitz（1994b 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Dubowitz（1994c 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Duhrseen（1958 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Dworsky（2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Ehrle（2002 年） 

除外理由  ケア提供者に対する成果のみを報告している

 
Ehrle,Gee（2002 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
English（1994 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Falcon（2000 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Farmer（1991 年） 

除外理由  親族ケアの児童と両親に戻された児童の比較をしている 
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Farmer（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Feigelman（1995 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Festinger（1996 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Flint（1973 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Folman（1995 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Fong（2006 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と区別されていない

 
Franck（2002 年） 

除外理由  入手不可 
 
Freedman（1994 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Garland（2003 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Gaudin（1993 年） 

除外理由  児童に対する成果を報告していない

 
Gebel（1996 年） 

除外理由  ケア提供者に対する成果のみを報告している

 
Geen（2003 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Gennaro（1998 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Gibbison（2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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Gil（1982 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Goerge（1995 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Gottesman（2001 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Graf（1987 年） 

除外理由  親族ケア以外の介入を報告している

 
Grogan‐Kaylor（2001 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
Groppenbacher（2002 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Haist（2005 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
Hansen（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Harden（2002 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Harden（2004 年） 

除外理由  児童に対する成果が報告されていない

 
Harman（2000 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Hessle（1989 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Hjern（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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Holloway（1997 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Hornby（1995 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Hornick（1989 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Houston（1998 年） 

除外理由  児童に対する成果が報告されていない

 
Hughes（1969 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Hulsey（1989 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Iafrate（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Iglehart（2004 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Jackson（1994 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Jaffe（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
James（2004a 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
James（2004b 年） 

除外理由  措置の種類が成果であり、介入となっていない

 
Jantz（2002 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Jee（2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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Jee（2006 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Johnson（1995 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Jones（1998 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Kamaiko（2003 年） 

除外理由  発達遅延は、児童のウェルビーイングに関する効果ではない 
 
Kappenberg（2006 年）

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Keller（2001 年） 

除外理由  介入は、永久的な里親ケアであった

 
Kortenkamp（2002 年）

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Kosenen（1993 年） 

除外理由  里親ケアのサンプルに対する記述的研究（1/4 は親族ケア） 
 
Kufeldt（1995 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Laan（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Le Blanc（1991 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Leslie（2000b 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
Leslie（2002 年） 

除外理由  発達遅延は、児童のウェルビーイングに対する効果ではない 
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Leslie（2005 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と区別されていない

 
Lewandowski（2002 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Lewis（1987 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Link（1996 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Litrownik（2003 年） 

除外理由  介入は、永久的な里親ケアであった

 
Lux（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Lyman（1996 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Macintyre（1970 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Mackintosh（2006 年）

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Maclean（2003 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と区別されていない

 
Maluccio（1999 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Marinkovic（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Mascorro（2003 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Mason（2003 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない
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McLean（1996 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Mcquaid（1994 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Mech（1994 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Minnis（2006 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Minty（2000 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Mitchell（2002 年） 

除外理由  肉体的な健康は、児童のウェルビーイングの効果ではない。 
 
Monheit（1997 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Moore（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Mosek（1993 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Moutassem（1999 年）

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Needell（1996 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Oyemade（1974 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Payne（2000 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない
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Pears（2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Pecora（1998 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Pecora（2006 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Perez（1998 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない

 
Prosser（1997 年） 

除外理由  公式な親族ケア群が、非公式の親族ケア群と区別されていない 
 
Ritchie（2005 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Ritter（2005 年） 

除外理由  入手不可 
 
Rock（1988 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Romney（2006 年） 

除外理由  措置の種類は効果であって、介入となっていない

 
Roy（2000 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Roy（2006 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Rubin（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Ryan（2005 年） 

除外理由  親族ケア以外のケアに関する研究

 
Sawyer（1994 年） 

除外理由  親族ケア群は里親群と比較されていない
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Schwartz（2005 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Shin（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Shlonsky（2002 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
Shore（2002 年） 

除外理由  介入は、永久的な里親ケアとなっている

 
Simard（1993 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Smith（1986 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Smithgall（2004 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Sousa（2005 年） 

除外理由  入手不可 
 
Starr（1999 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
Stiffman（2002 年） 

除外理由  親族ケア以外の介入に関する研究

 
Strijker（2005 年） 

除外理由  正式な親族ケア群は、非公式な親族ケア群と区別されていない 
 
Sun（2003 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と区別されていない

 
Sykes（2002 年） 

除外理由  ケア提供者に対する効果のみを報告している
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Taussig（2001 年） 

除外理由  親族ケア以外の介入に関する研究

 
Tepper（1991 年） 

除外理由  入手不可 
 
Testa（1996 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Testa（1997 年） 

除外理由  入手不可 
 
Testa（2002 年） 

除外理由  親族ケア群が里親ケア群と比較されていない

 
Thoburn（1989 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Thornton（1991 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Troutman（2000 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Turner（2003 年） 

除外理由  親族ケア以外の加入に関する研究

 
Unrau（2005 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Unrau, Wel（2005 年） 

除外理由  実親に対する効果のみを報告している

 
USGAO（1999 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Valicenti‐Mcd（2004 年） 

除外理由  入手不可 
 
VDSS（1994 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的
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Vinnerljung（2005 年）

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Wade（2000 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Wade（2001 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Walsh（1981 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Webster（2000 年） 

除外理由  里親ケアが他の家庭外措置と区別されていない

 
Wilson,Chi（1996 年） 

除外理由  研究論文・報告に介入が含まれていない

 
Wulczyn（1992 年） 

除外理由  研究デザインは記述的／サーベイ／質的

 
Wulczyn（2004 年） 

除外理由  介入対象に親族ケア群を含まない

 
Zuravin（1998 年） 

除外理由  18 歳以上の成人サンプルに対する研究

 
 
8.3 分類前の文献の特徴 
 
Berridge（1987 年） 

方法 

対象者 

介入 

アウトカム 

備考 
 

Hunt（1999 年） 

方法 

対象者 
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介入 

アウトカム 

備考 
 

Millham（1986 年） 

方法 

対象者 

介入 

アウトカム 

備考 
 

Rowe（1984 年） 

方法 

対象者 

介入 

アウトカム 

備考 
 

Rowe（1989 年） 

方法 

対象者 

介入 

アウトカム 

備考 
 

Sinclair（2000 年） 

方法 

対象者 

介入 

アウトカム 

備考 
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9. 補足表 
 
9.1 多変量分析を報告した文献のアウトカム 
 
文献  アウトカム  結果

Barth 1994  養子縁組 1.  親族家庭での初期措置は、養子縁組のオッズを 50%減少させ

る（オッズ比=0.50） 

Belanger 
2001 

適応行動

精神障害 
1.  措置の種類、家庭に関するインデックス、親子の性格の一致

の相互作用は、措置の種類のみの場合と比較し、VABS や DSMD
スコアのばらつきを説明し得るものでなかった 

Benedict,  Zur 
1996 

施設虐待 1. 里親ケア措置は、虐待との関連可能性を 4.4 倍増加させた
 

Bennett 2001  問題行動

適応行動 
1.  親族に措置された児童（非標準化ベータ=‐5.596）は、社交的

な行動の開示の点で、有意に低い点数がつきやすかった（CBCL: 
Child Behavior Checklist による） 
2.  データは、措置の種類（親族ケアに対する非標準化ベータ=‐
3.962）と内面的行動の点数の間に統計的に優位な関係性はなか

った（CBCL: Child Behavior Checklist による） 
3.  親族への措置（非標準化ベータ=11.834）は、適応行動の点で

高い点数を示す傾向にあった（VABS:  Vinland  Adaptive  Behavior 
Scale による） 

Berrick 1999  再措置 
 
養育の永続性 
再統合 
措置の維持・継続 

1.  親族ケアの児童（AFDC データの 2%を占める）（オッズ比

=1.02）は、非親族による里親ケアの児童と比較し、再統合され

やすい（措置期間 4 年以内） 
2.  措置期間が 4 年を超える場合は、非親族による里親ケア群

は、親族による里親ケア群と比較し、措置の維持・継続の可能

性が低い 
3.  措置期間が 4 年を超える場合は、非親族による里親ケア群

は、親族による里親ケア群と比較し、再措置を受ける可能性が

高い 

Brooks 1998  適応行動 1.  親族による里親ケア群は、非親族の里親ケア群よりも、より

社会的行動を示す傾向が有意に強かった 

Chamberian 
2006 

措置の崩壊  1.  非親族による里親家庭への措置は、措置の崩壊のリスクを 3
倍弱有意に増加させた（リスク比=3.18） 

Clyman 1998  精神衛生

身体的・発育サー

ビスの利用 

1.  里親ケアの児童は、精神衛生サービスの活用率が有意に高か

った 
2.  里親ケアの児童は、身体に係る医療や発育サービスの活用率

は、有意には高くなかった 

Connell 2006  再統合 
養子縁組 

1.  非親族による里親ケア家庭に措置された児童（リスク比

=1.16）は、親族による里親ケア・ホームに措置された児童より

も、再統合率が有意に高かった 
2.  親族による里親家庭の児童と非親族による里親家庭の児童

（リスク比=1.00）とでは、養子縁組によるケアの終了の可能性

について、明確な相違はなかった 

Connell,  Van 
2006 

措置の崩壊  1.  非親族による里親ケアに措置された児童（リスク比=3.18）
は、親族による里親ケアに措置された児童よりも、措置の変更

率が統計的に有意に高かった 
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Courtney 
1995 

再措置  1.  親族ケア措置から家庭に戻った児童（リスク比=0.69）は、里

親ケア措置から戻った児童よりも有意に低い 

Courtney,  Bar 
1996 

再統合 
養子縁組 

1.  里親ケア終了時、親族措置（オッズ比 1.90）は、成功せずに

措置が崩壊した場合と比較し、家庭へ帰還もしくは養子縁組の

オッズが有意に改善される 

Courtney, 
Won 1996 

再統合 
養子縁組 

1.  親族ホームへの措置は、里親ホームへの措置と比較し、再適

合（リスク比=0.82）や養子縁組（リスク比=0.49）を害する可能

性が低い 

Courtney 
1997 

再措置 
再統合 

1.  児童の初期措置（里親ホームか親族ホームか）による再適合

率に優位な差はなかった 
2.  最後の措置が親族ケアである児童（ベータ=‐0.395）は、里親

ケアの異動に比べて、再措置の可能性が有意に低い 

Davis 2005  関係性  1.  措置の種類は、ケア提供者との関係性の指標とは捉えること

ができなかった 

Frame 2000  再措置  1.  再適合直前に親族に措置された児童（オッズ比=0.19〜0.25）
は、非親族に措置された児童と比較し、再措置の可能性が約

80%低かった 

Frame 2002  再措置 
再統合 
措置の維持・継続 

1.  措置の種類と再統合との関係性は、統計的に有意に認められ

るものではなかった 
2.  最初の措置の種類は、再措置と有意に関係があるとはいえな

かった 
3.最初の措置の種類と、児童のケアの維持・継続性に関係性はみ

られなかった 

Fuller 2005  虐待の発生  1.  初期措置が親族による里親ケアであった児童（オッズ比

=9.60）と家族による里親ケア（オッズ比=2.40）であった児童

は、グループホームや施設に措置された児童と比較し、再適合

の 60 日間に、再虐待を経験しやすかった;  また、親族による里

親ケアに措置された児童は、家族による里親ケアに措置された

児童と比較し、再適合の 60 日間に、再虐待を 4 倍経験しやすか

った 

Grogan‐
Kaylor 2000 

再統合  1. 親族による里親ホームへの措置（リスク比＝1.06）は、非親族

による里親ホームと比較し、里親ケア後の児童の再統合の可能

性が増大した。（1998 年〜1995 年コホート） 

Holtan 2005  問題行動
 

1.  非親族への措置（オッズ比=1.90）は、CBCL 合計問題測定の

境界範囲内の得点と優位な相関性があった 

Jonson‐Reid 
2003 

虐待の発生 
再措置 

1.親族措置を最後に、ケアを終了した児童（リスク比=0.82）
は、里親ケアで終了した児童と比較し、再措置が報告される可

能性が有意に低かった 
2.  最終措置が親族による措置である児童（リスク比=0.66）は、

再措置を受けるリスクの定価と相関性があった 

Leslie 2000  精神衛生サービス

の利用 
1.  非親族による里親ケアに措置された児童は、親族とのみ暮ら

す児童と比較して、精神衛生外来の訪問回数は、有意に高くな

った（推定率=0.57） 

McMillen 
2004 

精神衛生サービス

の利用 
1.  親族ケアは、現在の外来治療サービスと有意に相関性があっ

た: 親族ケアの児童（オッズ比=0.39）は、非親族による里親ケア

と比較し、外来治療サービスの利用する可能性が低かった 

McMillen  精神障害 1.  生活状況（親族ケア（オッズ比=0.87）対非親族による里親ケ
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2005  ア）による、過去の精神障害（あらゆる障害）の発生率に、優

位な相違はなかった 

Metzger 1997  ウェルビーイング  1.  措置の種類は、児童個人特性インベントリーにおり測定され

る「児童のウェルビーイング」に関する変化の説明において、

最も強固な変数であった。 

Shin 2003  検査結果 1.  親族による里親ケア（ベータ=0.24）に措置された青年は、非

親族による里親ケアに措置された者と比較し、読書スキルに関

して、有意に高い点数を示した 

Smith 2003  措置の維持・継続  1.  養子縁組措置の児童と比較し、親族ケア措置の児童は、72%
の割合でケアを完了しにくい（ハザード比=0.28）、非親族によ

る措置の児童は、52%の割合でケアを完了しにくい（ハザード

比=0.48）、施設またはその他の措置の児童は、59%の割合で措

置を完了しにくい（ハザード比=0.41）; したがって、非親族によ

る措置の児童は、親族ケアの児童よりも、1.7%の割合で措置を

完了しやすい 

Surbeck 2000  問題行動 1.  措置の種類による問題行動の相違は、他の児童行動因子がモ

デルの仕様に含まれている場合、維持されていなかった。 

Testa 2001  措置の崩壊 
 
養育の永続性 
養子縁組 
後見 

1.  措置の開始時、親族ケアは、非親族による里親ケアと比較

し、86%〜82%崩壊しにくい（コホート・サンプル）;  親戚によ

る措置は、非親族による里親ホームへの措置と比較し、67%崩

壊（措置開始から）しにくい（マッチングされた横断的なサン

プル） 

Vogel 1999  措置期間 1. ケア提供者に措置された児童（ベータ=‐1.22）は、そのカウン

ターパートと比較し、ケアを受ける時間が有意に長い 

Wells 1999  再措置 
再統合 

1.  再統合率は、親族ケアに措置された児童と非親族家族による

里親ケアに措置された児童（リスク比=0.94）と相違なかった 
2.  非親族による里親ケアに措置された児童（リスク比=3.26）
は、最終措置が親族による里親ケアの児童と比較し、226%の割

合で早く、再措置を受ける 

Zima 2000  問題行動／適応行

動 
学習習熟度 

1.  非親族家族による里親ホームと親族家族による里親ホームの

間では、CBCL の合計問題数または合計能力測定値に有意な差は

なかった 
2.  非親族家族による里親ホームと親族家族による里親ホームの

間では、学習習熟度に関する有意な差はなかった 

Zimmerman 
1998 

再統合  1.  措置の種類は、家族の再統合が生じる可能性と直接的に関係

していなかった（親族措置のハザード比=1.07） 

Zuravin 1993  施設虐待 1.  定期的なケア・ホームは、親族ホームと比較し、2.7 倍（オッ

ズ比）、虐待報告が確認された 
 
 
9.2 二変量分析がされた文献のアウトカム 
 

文献  アウトカム  結果

Berrick,  Oth 
1994 

問題行動 1.  親族ケアの児童は、里親ケアの児童と比較し、問題行動イン

デックス（BPI）の平均合計得点が低かった 

Landsverk 
1996 

問題行動 1. CBCL に関して、二群で統計的な相違はなかった 
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Metzger 1997  措置期間 1.  伝統的な里親ホームに措置された児童は、親族による里親ホ

ームに措置された児童と比較し、滞在期間が長かった 

Mosek 2001  ウェルビーイング  1.  親族里親家族で成長した青年の自己概念は、非親族ケアの青

年の自己概念ゆおりも高かった。 

Scannapieco 
1997 

措置期間 1.  親族ケアの児童は、伝統的な里親ケアの児童と比較し、措置

期間の長さで有意に相違があった（親族ケアの方が、措置期間

が有意に長いことが報告された） 

Sripathy 2004  問題行動

適応行動 
1.  二つのケア（親族及び非親族の児童）の間で、CBCL の合計問

題点数及び合計能力測定値に有意な差異はなかった 

Zimmerman 
1998 

措置期間

再措置 
1.  非親族里親措置の児童は、親族措置の児童と比較し、措置期

間の中央値がはるかに短かった 
2.  非親族里親措置のみを受けた児童と親族ケアを受けた児童の

間では、再措置率に有意な差はなかった 
 
 
9.3 質のアセスメントに関するレーティング 
 

文献  選択バイアス  施行バイアス 検出バイアス 報告バイアス  消耗バイアス

Barth 1994  中  中 中 中  低

Belanger 2001  低  中 中 中  中

Benedict, Zur 1996  中  中 低 中  低

Bennett 2001  中  中 中 低  低

Berrick 1997  中  低 中 中  中

Berrick 1999  中  中 中 中  低

Berrick, Oth 1994  中  高 高 低  中

Bilaver 1999  高  中 中 中  低

Brooks 1998  中  高 中 中  中

Chamberlain 2006  中  中 中 中  低

Chapman 2004  高  中 中 中  中

Chew 1998  高  中 中 低  高

Christopher 1998  高  中 中 中  中

Clyman 1998  低  中 高 中  中

Cole 2006  中  中 中 中  中

Connell 2006  中  中 中 中  中

Connell, Van 2006  中  中 中 中  中

Courtney 1995  中  中 中 中  低

Courtney 1997  中  中 中 中  低

Courtney, Bar 1996  中  中 中 中  低

Courney, Nee 1997  高  中 中 中  低

Courtney, Won 1996  中  中 中 中  低

Davis 2005  中  中 中 中  中
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Frame 2000  中  中 中 中  中

Frame 2002  中  中 中 中  低

Fuller 2005  中  中 中 中  中

Grogan‐Kaylor 2000  中  中 中 中  低

Harris 2003  高  中 中 低  低

Holtan 2005  低  低 中 低  中

Iglehart 1994  高  中 中 中  低

Iglehart 1995  高  中 中 中  中

Jekings 2002  高  高 低 低  低

Jones‐karena 1998  高  中 中 低  低

Jonson‐Reid 2003  中  中 中 中  低

Landsverk 1996  高  中 中 低  中

Leslie 2000  中  中 中 中  中

Mcintosh 2002  中  中 中 中  中

McMillen 2004  中  中 中 低  中

McMillen 2005  中  中 中 低  中

Metzger 1997  低  低 高 中  中

Mosek 2001  中  中 中 低  中

Rudenberg 1990  中  中 中 低  中

Sallnas 2004  高  中 中 中  中

Scannapieco 1997  高  高 低 低  低

Shin 2003  中  中 中 低  中

Sivright 2004  中  低 中 中  中

Smith 2002  高  中 中 中  中

Smith 2003  中  中 中 中  低

Sripathy 2004  中  中 中 中  中

Strijker 2003  高  中 高 低  中

Surbeck 2000  中  中 中 中  低

Tarren‐Sweeney 
2005 

高  中 中 低  高

Testa 1999  高  中 中 中  低

Testa 2001  低  中 中 中  低

Timmer 2004  中  中 中 低  中

Tompkins Jr 2003  中  中 中 中  中

Vogel 1999  中  中 中 中  中

Wells 1999  中  中 中 中  低

Wilson 1999  高  中 中 低  中

Zima 2000  中  中 中 中  中

Zimmerman 1998  中  中 中 中  中
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Zuravin 1999  中  中 低 低  低

 
 
9.4 将来の更新方法 
 
項目  方法

検索戦略  児童福祉情報ゲートウェイ、児童虐待・ネグレクトに関する国家データ記録、ヨ

ーロッパ・灰色文献に関する情報システム（OpenSIGLE）の検索 

検索戦略  国際的児童福祉組織のウェブサイト、大学図書館、政府機関・非政府機関の報告

書・文書を特定するための政府系関連部局の検索 

選別  第三レビュワーとの議論を通し、将来的な選択決定に間するコンセンサスが得ら

れない場合は、外部アドバイザーに申し立てすることで解決を図る 

感度分析  十分なデータが存在する場合、次のような比較（計画済）が分析される：交絡因

マッチングもしくは共変数を用いた調査研究と交絡因子の制御をしなかった調査

研究の比較、ケア提供者や教師による報告により測定されたアウトカムに対する

調査研究と児童の自己報告により測定されたアウトカムに対する調査研究の比

較、全体的もしくは特質的に低い消耗を伴う調査研究と、全体的もしくは特質的

に高い消耗を伴う調査研究の比較 

サブグループ分析  十分なデータが存在する場合、ジェンダーや民族性、措置時の年齢による、介入

（あらゆる）効果の相違の検証を計画する 
 
 
9.5 調査対象者の基本特性 
 

文献  措置時の年齢  ジェンダー 民族性 措置理由  居住地

Barth 1994       
Belanger 2002    女子(親)– 59%

女子(里)– 59%
黒人(全)‐63%
黒人(親)‐58% 
黒人(里)‐61% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐33% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐32% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐33% 

 

Benedict 
1996a 

  女子(全)– 51% 黒人(全)‐84% ネグレクト(全)‐
27% 

都 市 部 ( 全 )‐
100% 

Bennett 2000  (全) ‐ 3.4 歳  女子(全)– 41% 黒人(全)‐56%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐12% 

ネグレクト(全)‐
92% 

 

Berrick 1997  (親) ‐ 7 歳 
(里) ‐ 7 歳 

女子(全)– 62% 黒人(全)‐19%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐32% 

 

Berrick 1999       
Berrick,  Oth 
1994 

  女子(親)– 52%
女子(里)– 54%

黒人(親)‐46%
黒人(里)‐28% 
ヒ ス パ ニ ッ ク
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(親)‐14%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐22% 

Bilaver 1999       
Brooks 1998    女子(親)– 52%

女子(里)– 55%
黒人(親)‐47%
黒人(里)‐29% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐14% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐21% 

 

Chamberlain 
2006 

  女子(全)– 53% 黒人(全)‐19%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐31% 

 

Chapman 2004    女子(全)– 51% 黒人(全)‐37%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐17% 

 

Chew 1998    女子(全)– 44% 黒人(全)‐62%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐3% 

ネグレクト(全)‐
100% 

 

Christopher 
1998 

(全) – 9.5 歳  女子(全)– 71% 黒人(全)‐30%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐26% 

ネグレクト(全)‐
41% 

 

Clyman 1998    女子(親)– 46%
女子(里)– 46%

黒人(全)‐73%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐65% 

 

Cole 2006  (親) – 1 歳 
(里) – 1.1 歳 

女子(親)– 58%
女子(里)– 53%

黒人(全)‐83%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐94% 

 

Connell 2006a  (全) – 9.4 歳  女子(全)– 45% 黒人(全)‐18%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐36% 

ネグレクト(全)‐
40% 

 

Connell 2006b    女子(全)– 45% 黒人(全)‐18%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐16% 

ネグレクト(全)‐
40% 

 

Courtney 1995    女子(全)– 53% 黒人(全)‐26%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐27% 

 

Courtney 
1996a 

  女子(全)– 64% 黒人(全)‐31%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐19% 

 

Courtney 
1996b 

  女子(全)– 53% 黒人(全)‐31%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐23% 

ネグレクト(全)‐
67% 

都 市 部 ( 全 )‐
94% 
農村部(全)‐6%

Courtney 
1997a 

  女子(全)– 50% 黒人(全)‐35%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐23% 

ネグレクト(全)‐
72% 

都 市 部 ( 全 )‐
40% 
農村部(全)‐6%

Courtney 
1997b 
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Davis 2005  (親) ‐ 8.8 歳 
(里) – 8.9 歳 

女子(親)– 40%
女子(里)– 12%
女子(全)– 50%

黒人(全)‐100% ネグレクト(全)‐
77% 
ネグレクト(親)‐
38% 
ネグレクト(里)‐
91% 

 

Frame 2000       
Frame 2002    女子(全)– 51% 黒人(全)‐37%

ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐26% 

ネグレクト(全)‐
82% 

 

Fuller 2005    女子(全)– 53% 黒人(全)‐45%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐9% 

ネグレクト(全)‐
58% 

 

Grogan‐Kaylor 
2000 

  女子(全)– 54% 黒人(全)‐29%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐26% 

ネグレクト(全)‐
66% 

都 市 部 ( 全 )‐
37% 
農村部(全)‐6%

Harris 2003    女子(全)– 55% 黒人(全)‐55% ネグレクト(全)‐
63% 

 

Holtan 2005  (親) – 3.8 歳 
(里) – 3.8 歳 

女子(親)– 45%
女子(里)– 43%

 

Iglehart 1994    女子(全)– 62%
女子(親)– 34%

黒人(全)‐43%
黒人(親)‐44% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐31% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐28% 

ネグレクト(親)‐
62% 
ネグレクト(里)‐
50% 

 

Iglehart 1995    女子(親)– 52%
女子(里)– 75%

黒人(親)‐69%
黒人(里)‐41% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐10% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐19% 

 

Jekings 2002    女子(全)– 49% 黒人(全)‐45%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐52% 

都 市 部 ( 全 )‐
100% 

Jones‐karena 
1998 

  女子(全)– 50% 黒人(全)‐60%
 

ネグレクト(全)‐
47% 

 

Jonson‐Reid 
2003 

  女子(全)– 55% ネグレクト(全)‐
40% 

 

Landsverk 
1996 

  女子(親)– 49%
女子(里)– 59%

ネグレクト(親)‐
80% 
ネグレクト(里)‐
68% 

 

Leslie 2000    女子(全)– 55% 黒人(全)‐28%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐23% 

ネグレクト(全)‐
68% 

 

Mcintosh 2002    女子(全)– 46%
女子(親)– 51%
女子(里)– 43%

黒人(全)‐45%
黒人(親)‐49% 
黒人(里)‐43% 

ネグレクト(全)‐
60% 
ネグレクト(親)‐
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ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐38% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐36% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐40% 

59%
ネグレクト(里)‐
61% 

McMillen 2004  (全) – 10.9 歳  女子(全)– 56% 黒人(全)‐51%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐1% 

ネグレクト(全)‐
46% 

 

McMillen 2005  (全) – 10.6 歳  女子(全)– 56% 黒人(全)‐52%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐1% 

ネグレクト(全)‐
48% 

 

Metzger 1997    女子(親)– 56%
女子(里)– 49%

黒人(親)‐61%
黒人(里)‐58% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐27% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐15% 

ネグレクト(親)‐
87% 
ネグレクト(里)‐
71% 

 

Mosek 2001    女 子 ( 全 )–
100% 

 

Rudenberg 
1991 

  女子(親)– 50%
女子(里)– 50%

黒人(親)‐14%
黒人(里)‐29% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐14% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐11% 

 

Sallnas 2004       
Scannapieco 
1997 

     

Shin 2003  (全) – 9.5 歳  女子(全)– 51% 黒人(全)‐64%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐4% 

 

Sivright 2004  (親) – 4.7 歳 
(里) – 3.5 歳 

女子(全)– 53%
女子(親)– 51%
女子(里)– 54%

黒人(全)‐52%
黒人(親)‐63% 
黒人(里)‐54% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐34% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐35% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐40% 

ネグレクト(全)‐
78% 
ネグレクト(親)‐
82% 
ネグレクト(里)‐
75% 

 

Smith 2002    女子(親)– 47%
女子(里)– 36%

黒人(親)‐80%
黒人(里)‐61% 

 

Smith 2003    女子(全)– 48% 黒人(全)‐48%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐10% 

ネグレクト(全)‐
56% 

 

Sripathy 2004    女子(全)– 44% 黒人(全)‐70%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐16% 

ネグレクト(親)‐
75% 
ネグレクト(里)‐

都 市 部 ( 全 )‐
100% 
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45%
Strijker 2003       
Surbeck 2000    女子(親)– 56%

女子(里)– 54%
黒人(親)‐72%
黒人(里)‐41% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐1% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐1% 

 

Tarren‐
Sweeney 2005 

(全) – 3.5 歳  女子(全)– 49% ネグレクト(全)‐
78% 

都 市 部 ( 全 )‐
52% 
農 村 部 ( 全 )‐
48% 

Testa 1999       
Testa 2001  (親) – 5.4 歳 

(里) – 4.2 歳 
女子(親)– 50%
女子(里)– 51%

黒人(全)‐100%  

Timmer 2004    女子(全)– 36%
女子(親)– 28%
女子(里)– 47%

黒人(全)‐39%
黒人(親)‐33% 
黒人(里)‐42% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐20% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐22% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐19% 

 

Tompkins  Jr 
2003 

  女子(全)– 50%
女子(親)– 47%
女子(里)– 53%

黒人(全)‐57%
黒人(親)‐62% 
黒人(里)‐55% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐14% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(親)‐13% 
ヒ ス パ ニ ッ ク

(里)‐15% 

 

Vogel 1999    女子(全)– 50% 黒人(全)‐83%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐8% 

 

Wells 1999    女子(全)– 51% 黒人(全)‐77% ネグレクト(全)‐
87% 

 

Wilson 1999       
Zima 2000    女子(全)– 53% 黒人(全)‐34%

ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐38% 

 

Zimmerman 
1998 

  女子(全)– 50% 黒人(全)‐70%
ヒ ス パ ニ ッ ク

(全)‐26% 

ネグレクト(全)‐
7% 

都 市 部 ( 全 )‐
100% 

Zuravin 1999      都 市 部 ( 全 )‐
100% 
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9.6 介入の特徴 
 

文献  親族ケアの種

類 
措置のタイミン

グ 
措置期間 データ収集

Barth 1994  報告なし／不

明 
最初  横断的調査 

Belanger 
2002 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐家庭外‐29.0 ヶ月

(里)‐家庭外‐31.0 ヶ月 
横断調査 

Benedict 
1996a 

免許  最初  縦断的調査（4 年間)

Bennett 2000  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Berrick 1997  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐措置‐18.0 ヶ月

(里)‐措置‐18.0 ヶ月 
横断的調査 

Berrick 1999  報告なし／不

明 
最初  横断的調査 

Berrick,  Oth 
1994 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐措置‐39.0 ヶ月

(里)‐措置‐28.0 ヶ月 
縦断的調査(7 年まで)

Bilaver 1999  報告なし／不

明 
1 回のみ 横断的調査 

Brooks 1998  報告なし／不

明 
報告なし／不明

報告なし／不明 
(親)‐措置‐43.2 ヶ月

(里)‐措置‐32.4 ヶ月 
縦断的調査(1‐2 年)

Chamberlain 
2006 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 縦断的調査(1 年)

Chapman 
2004 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐措置‐12.0 ヶ月

(里)‐措置‐12.0 ヶ月 
横断的調査 

Chew 1998  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Christopher 
1998 

報告なし／不

明 
最後  横断的調査 

Clyman 1998  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐家庭外‐21.2 ヶ月

(里)‐家庭外‐17.5 ヶ月 
横断的調査 

Cole 2006  報告なし／不

明 
最初  横断的調査 

Connell 2006a  報告なし／不

明 
最初  縦断的調査(5 年まで)

Connell 
2006b 

報告なし／不

明 
最初  縦断的調査(5 年まで)

Courtney 
1995 

報告なし／不

明 
最後  縦断的調査(3 年まで)

Courtney 
1996a 

報告なし／不

明 
最後  横断的調査 

Courtney 
1996b 

報告なし／不

明 
最初  横断的調査 

Courtney  報告なし／不 最初(再統合) 縦断的調査(6 年まで)
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1997a  明  最後(再措置)

Courtney 
1997b 

報告なし／不

明 
最初  縦断的調査(4 年まで)

Davis 2005  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐措置‐16.0 ヶ月

(親)‐家庭外‐80.0 ヶ月 
(里)‐措置‐39.0 ヶ月 
(里)‐家庭外‐65.0 ヶ月 

横断的調査 

Frame 2000  報告なし／不

明 
最後  縦断的調査(4 年まで)

Frame 2002  報告なし／不

明 
最初  縦断的調査 (3.5〜4.5

年まで) 

Fuller 2005  報告なし／不

明 
Saisyo  横断的調査 

Grogan‐
Kaylor 2000 

報告なし／不

明 
最初  横断的調査 

Harris 2003  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Holtan 2005  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐措置‐61.2 ヶ月

(里)‐措置‐69.4 ヶ月 
横断的調査 

Iglehart 1994  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Iglehart 1995  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Jekings 2002  免許  報告なし／不明 (親)‐措置‐31.6 ヶ月

(里)‐措置‐19.3 ヶ月 
横断的調査 

Jones‐karena 
1998 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Jonson‐Reid 
2003 

報告なし／不

明 
最後  縦断的調査(4.5 年ま

で) 

Landsverk 
1996 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Leslie 2000  報告なし／不

明 
報告なし／不明 縦断的調査(1.5 年ま

で) 

Mcintosh 
2002 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

McMillen 
2004 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

McMillen 
2005 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Metzger 1997  未免許  報告なし／不明 (親)‐措置‐74.0 ヶ月

(里)‐措置‐77.8 ヶ月 
横断的調査 

Mosek 2001  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐家庭外‐104.4 ヶ月

(里)‐家庭外‐126.0 ヶ月 
横断的調査 

Rudenberg 
1991 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 



訳 伊田和泰（大阪教育大学大学院） 監訳 鶴田浩史（ビンコーインターナショナル株式会社） 

  77

Sallnas 2004  報告なし／不

明 
最初  縦断的調査(5 年まで)

Scannapieco 
1997 

免許  報告なし／不明 (親)‐家庭外‐33.6 ヶ月

(里)‐家庭外‐17.8 ヶ月 
横断的調査 

Shin 2003  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐家庭外‐96.0 ヶ月

(里)‐家庭外‐96.0 ヶ月 
横断的調査 

Sivright 2004  報告なし／不

明 
最初  (親)‐家庭外‐47.3 ヶ月

(里)‐家庭外‐43.8 ヶ月 
横断的調査 

Smith 2002  未免許  最初  (親)‐措置‐13.4 ヶ月

(里)‐措置‐5.5 ヶ月 
縦断的調査(2‐3 年)

Smith 2003  報告なし／不

明 
最後  縦断的調査(11 ヶ月)

Sripathy 2004  免許  報告なし／不明 横断的調査 

Strijker 2003  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Surbeck 2000  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐措置‐22.9 ヶ月

(里)‐措置‐27.0 ヶ月 
横断的調査 

Tarren‐
Sweeney 
2005 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Testa 1999  報告なし／不

明 
報告なし／不明 縦断的調査(1‐3 年)

Testa 2001  報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐家庭外‐63.1 ヶ月

(里)‐家庭外‐52.8 ヶ月 
縦断的調査(8 年まで)

Timmer 2004  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Tompkins  Jr 
2003 

報告なし／不

明 
報告なし／不明 (親)‐家庭外‐31.3 ヶ月

(里)‐家庭外‐31.0 ヶ月 
横断的調査 

Vogel 1999  報告なし／不

明 
最初  (親)‐家庭外‐18.8 ヶ月

(里)‐家庭外‐13.8 ヶ月 
縦断的調査(2 年まで)

Wells 1999  報告なし／不

明 
最初（再統合)
最後(再措置) 

縦断的調査(3 年)

Wilson 1999  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Zima 2000  報告なし／不

明 
報告なし／不明 横断的調査 

Zimmerman 
1998 

報告なし／不

明 
最初  横断的調査 

Zuravin 1999  免許  報告なし／不明 縦断的調査(5 年)
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9.7 アウトカムの測定 
 

文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
Barth 1994    カテゴリー：養

子縁組、措置の

維持・継続 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Belanger 2002 カテゴリー：適

応行動（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Vinland Adaptive 
Behavior  Edition 
Survey  Form を

用いて測定 

カテゴリー：精

神障害（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Devereaux Scales 
of  mental 
Disorders 
(DSMD)を用いて

測定 

カテゴリー：措

置数（連続）、

措置機関（家庭

外ケア） 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

 

Benedict 1996a    カテゴリー：施

設虐待 
 
管理データベー

スを用いて測定 
Bennett 2000 カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化 s
レ タ ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist/4‐19, 
Vinland Adaptive 
Scels を用いて測
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
定

Berrick 1997      カテゴリー：衝

突(連続) 
ケア提供者の報

告及びヒュ純化

されたツール ‐ 
Index  of  Family 
Relations を用い

て測定 

Berrick 1999    カテゴリー：再

措置 
 
管理データベー

スを用いて測定 

カテゴリー：再

統 合 、 養 子 縁

組、後見、措置

の維持・継続 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Berrick, Oth 1994   カテゴリー：措

置期間（措置） 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

カテゴリー：留

年数 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 
Bilaver 1999  カテゴリー：精

神障害（連続） 
 
管理データベー

スを用いて測定 

  カテゴリー：精

神 衛 生 サ ー ビ

ス、身体に係る

医療サービス、

発育サービス 
 
管理データベー

スを用いて測定 
Brooks 1998  カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

  カテゴリー：措

置期間（措置） 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

カテゴリー：留

年数 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
れ た ツ ー ル ‐ 
Behavior 
Problem  Index 
(BPI,  Grow‐Up 
Scale を用いて

測定 
Chamberlain 2006 カテゴリー：措

置の崩壊 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

 

Chapman 2004     カテゴリー：家

族への帰属（連

続） 
 
自己報告を用い

て測定 
Chew 1998      カテゴリー：家

族への帰属（連

続） 
 
標準化されたツ

ー ル ‐ 
Attachment  Q‐
Sort Version 3 及

び調査者の観察

を用いて測定 
Christopher 1998   カテゴリー：学

習習熟度 
 
ケース記録を用

いて測定 
Clyman 1998    カテゴリー：措

置期間（家庭外

ケア） 
 

  カテゴリー：精

神 衛 生 サ ー ビ

ス、身体に係る

医療サービス、
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
ケア提供者の報

告を用いて測定 
発育サービス
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れたツール‐  The 
Young Kids Early 
Services 
Assessments  1.0 
(TYKES) を 用 い

て測定 
Cole 2006    カテゴリー：措

置期間（措置） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Caregive 
Interview  Form 
(CIF)を用いて測

定 

カテゴリー：家

族への帰属（二

項） 
 
標準化されたツ

ール‐  Ainsworth 
Strange  Situation 
Procedure 
(ASSP)及び観察

手法を用いて測

定 
Connell 2006a   カテゴリー：再

統合、養子縁組 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Connell 2006b   カテゴリー：措

置の崩壊 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Courtney 1995   カテゴリー：再

措置 
 
管理データベー

スを用いて測定 
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
Courtney 1996a   カテゴリー：再

統合、養子縁組 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Courtney 1996b   カテゴリー再統

合、養子縁組 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Courtney 1997a   カテゴリー：再

措置 
管理データベー

スを用いて測定 

カテゴリー：再

統合 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Courtney 1997b   カテゴリー：措

置数（二項） 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Davis 2005  カテゴリー：問

題行動（連続） 
 
自己報告及び標

準化されたツー

ル ‐  Youth  Self‐
Report （ YSR ）

を用いて測定 

  カテゴリー：措

置数（連続）、

措 置 期 間 （ 措

置） 
 
ケースワーカー

の報告及びケー

ス記録を用いて

測定 

カテゴリー：家

族への帰属（連

続） 
 
自己報告及び標

準化されたツー

ル ‐  Assessment 
Of  Interpersonal 
Relations  (AIR) 
Mother  Subscale
を用いて測定 

Frame 2000   カテゴリー：再

措置 
 
ケース記録を用

いて測定 

 

Frame 2002   カテゴリー：再 カテゴリー：再    
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
措置
 
管理データベー

ス及びケースワ

ーカーの報告を

用いて測定 

統合、措置の維

持・継続 
 
管理データベー

ス及びケースワ

ーカーの報告を

用いて測定 
Fuller 2005      カテゴリー：虐

待の再発 
 
管理データベー

スを用いて測定 
Grogan‐Kaylor 
2000 

  カテゴリー：再

統合 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Harris 2003  カテゴリー：精

神障害（二項） 
 
ケア提供者及び

ケースワーカー

の報告を用いて

測定 

カテゴリー：措

置数（二項） 
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 

 

Holtan 2005  カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist  (CBCL)
を用いて測定 

   

Iglehart 1994 カテゴリー：問 カテゴリー：精 カテゴリー：学  
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
題行動（二項） 
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 

神障害（二項）
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 

業成績
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 
Iglehart 1995   カテゴリー：学

業成績 
 
自己報告を用い

て測定 
Jekings 2002    カテゴリー：措

置期間（家庭外

ケア） 
 
ケース記録を用

いて測定 

カテゴリー：家

族への帰属（二

項） 
 
ケース記録を用

いて測定 

カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
ケース記録を用

いて測定 

Jones‐Karena 1998 カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist/4‐19, 
Cineland 
Adaptive 
Behavior  ‐ Sceles 
Survey  Form を

用いて測定 

   

Jonson‐Reid 2003   カテゴリー：再

措置 
 
管理データベー

スを用いて測定 

  カテゴリー：虐

待の再発 
 
管理データベー

スを用いて測定 
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
Landsverk 1996 カテゴリー：問

題行動（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れたツール   – 
Child  Cehavior 
Checklist  (CBCL)
を c 用いて測定 

   

Leslie 2000      カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
管理データベー

ス及びケース記

録を用いて測定 
Mcintosh 2002   カテゴリー：再

統合 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

McMillen 2004     カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
自己報告を用い

て測定 
McMillen 2005 カテゴリー：精

神障害（二項） 
 
自己報告及び標

準化されたツー

ル‐  DSM‐IV を用

いて測定 

  

Metzger 1997 カテゴリー：問

題行動 
 
ケースワーカー

カテゴリー：ウ

ェルビーイング

（連続） 
 

カテゴリー：措

置数（二項）、

措 置 機 関 （ 措

置） 

カテゴリー：留

年数 
 
ケースワーカー

カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
ケースワーカー
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
の報告及び標準

化されたツール‐ 
The  Festinger 
Scales/Rating  of 
Behavioral 
Reactions を用い

て測定 

自己報告及び標

準化されたツー

ル ‐  Personal 
Attribute 
Inventory  for 
Children を用い

て測定 

ケースワーカー

の報告及びケー

ス記録を用いて

測定 

の報告及びケー

ス記録を用いて

測定 

の報告及びケー

ス記録を用いて

測定 

Mosek 2001  カテゴリー：ウ

ェルビーイング

（連続） 
 
自己報告及び標

準化されたツー

ル ‐  Offer  Self‐
Image 
Questionnaire 
(OSIQ)を用いて

測定 

  カテゴリー：家

族への帰属（二

項） 
 
事故報告を用い

て測定 

Rudenberg 1991 カテゴリー：問

題行動（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Chlld  Behavior 
Checklist  (CBCL)
を用いて測定 

   

Sallnas 2004  カテゴリー：措

置の崩壊 

 

ケースワーカー

の報告及びケー

ス記録を用いて

測定 

 

Scannapieco 1997 カテゴリー：措

置期間（家庭外

  カテゴリー：精

神 衛 生 サ ー ビ
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
ケア） 

 

ケース記録を用

いて測定 

ス、身体に係る

医療サービス 

 

ケース記録を用

いて測定 

Shin 2003      カテゴリー：学

業成績 
 
自己報告及びヒ

ョ純化されたツ

ー ル ‐  Wide 
Range 
Achievement 
Test/Rvicesed 
(WRAT‐R)を用い

て測定 
Sivright 2004    カテゴリー：措

置期間（家庭外

ケア） 
 
ケース記録を用

いて測定 

カテゴリー：措

置の維持・継続 
 
ケース記録を用

いて測定 

  カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
ケース記録を用

いて測定 

Smith 2002    カテゴリー：再

統 合 、 養 子 縁

組 、 措 置 の 維

持・継続 
 
ケースワーカー

の報告及び管理

データベースを

用いて測定 

 

Smith 2003    カテゴリー：措

置の維持・継続 
 
管理データを用

いて測定 

 



訳 伊田和泰（大阪教育大学大学院） 監訳 鶴田浩史（ビンコーインターナショナル株式会社） 

  88

文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
Sripathy 2004 カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist  (CBCL)
を用いて測定 

  カテゴリー：留

年数 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

カテゴリー：精

神衛生サービス 
 
ケア提供者の報

告を用いて測定 

Strijker 2003  カテゴリー：問

題行動（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist/4‐18
（ CBCL/4‐18)を
用いて測定 

    カテゴリー：家

族への帰属（連

続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Attachment Scale
を用いて測定 

Surbeck 2000 カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケース記録を用

いて測定 

  カテゴリー：措

置期間（措置） 
 
ケース記録を用

いて測定 

  カテゴリー：家

族への帰属（連

続） 
 
ケース記録を用

いて測定 

Tarren‐Sweeney 
2005 

カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behaviro 
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
Checklist  (CBCL)
を用いて測定 

Testa 1999    カテゴリー：再

統 合 、 養 子 縁

組、後見 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Testa 2001    カテゴリー：措

置の崩壊 
 
ケア提供者の報

告及び管理デー

タベースを用い

た測定 

カテゴリー：養

子縁組、後見 
 
ケア提供者の報

告及び管理デー

タベースを用い

た測定 

 

Timmer 2004 カテゴリー：問

題行動（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist  (CBCL)
を用いて測定 

  

Tompkins Jr 2003 カテゴリー：ウ

ェルビーイング

（二項） 
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 

カテゴリー：措

置期間（家庭外

ケア） 
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 

  カテゴリー：精

神 衛 生 サ ー ビ

ス、身体に係る

医療サービス 
 
ケースワーカー

の報告を用いて

測定 
Vogel 1999  カテゴリー：措

置期間（家庭外

ケア） 
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文献  行動発達  精神衛生 措置の安定性 養育の永続性 学習習熟度 家族関係 サービスの利用 再虐待 
管理データベー

スを用いて測定 
Wells 1999    カテゴリー：再

措置 
 
管理データベー

スを用いて測定 

カテゴリー：再

統合 
 
管理データベー

スを用いて測定 

 

Wilson 1999  カテゴリー：ウ

ェルビーイング

（二項） 
 
自己報告を用い

て測定 

 

Zima 2000  カテゴリー：問

題 行 動 （ 連

続）、適応行動

（連続） 
 
ケア提供者の報

告及び標準化さ

れ た ツ ー ル ‐ 
Child  Behavior 
Checklist (CBCL) 
を用いて測定 

  カテゴリー：留

年数 
 
ケア提供者の報

告を持ちいて測

定 

Zimmerman 1998   カテゴリー：措

置数（二項） 
 
管理データベー

ス及びケース記

録を用いて測定 

カテゴリー：再

統合 
 
管理データベー

ス及びケース記

録を用いて測定 

 

Zuravin 1999      カテゴリー：施

設虐待 
 
管理データベー

スを用いて測定 
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11 データと分析 
 

1  行動発達 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

1.1 問題行動（連続） 7  59200オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
1.13 [0.92, 1.41}

1.2 適応行動  5  1024標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 
‐0.45 [‐0.70, ‐0.19]

1.3 問題行動（二項） 2  1659オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
0.49 [0.20, 1.20]

 

 

2  精神衛生 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

2.1 精神障害（二項）   4  49131オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
0.46 [0.44, 0,49]

2.2 精神障害（連続） 1  59標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 
‐0.06 [‐0.59, 0.47]

2.3 ウェルビーイング

（二項） 
3  317870オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
0.52 [0.51, 0.53]

2.4 ウェルビーイング

（連続） 
1  102標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 
‐0.91 [‐1.32, ‐0.51]

 

 

3  措置の安定性 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

3.1 措置の設定  4  11808オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
0.36 [0.27, 0.49]

3.2 再措置  1  88オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
0.29 [0.09, 0.94]

3.3 措置期間  5  1435標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 

0.86 [‐0.98, 2.70]

3.4 措置の崩壊  2  2377オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 

0.46 [0.21, 1.02]

3.5 措置数 2  91標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 

‐0.30 [‐0.98, 0.39]

3.6  措置期間 5  316188標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 

0.21 [‐0.07, 0.48]
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4  養育の永続性 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

4.1 再統合   7  59200オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
1.13 [0.92, 1.41]

4.2 養子縁組   6  58645オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
2.50 [1.05, 5.94]

4.3 後見  4  56720オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
0.26 [0.10, 0.72]

4.4 措置の維持・継続 7  53858オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
2.24 [1.66, 3.03]

 

 

5  学習習熟度 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

5.1 卒業  1  66オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
3.33 [1.15, 9.59]

5.2 学業成績 2  1101オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間） 
0.81 [0.63, 1.04]

5.3 留年 4  1111オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
0.67 [0.43, 1.05]

 

 

6  家族関係 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

6.1 帰属（連続）   5  499標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 

‐0.01 [‐0.30, 0.28]

6.2 衝突  1  61標準化した平均差（IV、無

作為、95%信頼区間） 
‐2.20 [‐2.85, ‐1.55]

6.3 帰属（二項）  3  265オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
0.88 [0.33, 2.30]

 

 

7  サービスの利用度 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

7.1 精神衛生サービス   9  150724オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 

1.69 [1.18, 2.42]
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7.2 発育サービス 2  47844オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
1.32 [1.22, 1.42]

7.3 身体的医療サービス  4  212660オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
2.93 [0.46, 18.59]

 

 

8  再虐待 
 

アウトカムまたはサブグ

ループ 
文献数  参加者 統計手法 効果推定値

8.1 虐待の再発  1  139オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 

2.11 [1.07, 4.17]

8.2 施設虐待 2  566オッズ比（M‐H、無作為、

95%信頼区間 
0.44 [0.27, 0.72]
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12. 図 
 

図 1: 親族エアに関する文献の系統的レビューのフロー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検索のために同定・選

別された関連可能性の

ある文献（n=4791）

詳細な評価のために検

索 さ れ た 文 献

（n=253） 

メタ分析に含めること

が適切と考えられる文

献（n=90） 

メタ分析に含めた文献

（n=62） 

メタ分析できるアウト

カムデータを有する文

献（n=46） 

親族ケアに関する実証的な研究ではないという理由で、除外した

文献（n=4528） 

入手不能（n=12）、条件に合致しない（n=161）という理由で、

除外した文献 

重複（n=2）、条件に合致しない（n=26）という理由で、除外し

た文献 

多変量アウトカムデータのみを報告しているという理由で、除外

した文献（n=16） 
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13. 助成元 
 
13.1 内部助成元 
 
デンマーク、国家社会調査センター、SFI キャンベル 
 

13.2 外部助成元 
 
米国、児童福祉応用研究プロジェクト 
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14. 補遺 
 

14.1 コクランライブラリー（中央）検索戦略 
 
CENTRAL, searched via the Cochrane Library, 2007 (Issue 1)  
#1 (relative near foster*)  
#2 (relative* near substitute)  
#3 (family near foster*) 
#4 (families near foster*)  
#5 (family near substitute)  
#6 (families near substitute)  
#7 (kin near care*)  
#8 (kinship near care*)  
#9 (kinship near caring)  
#10 (#1 OR #2 OR #3 OR #4 OR #5 OR #6 OR #7 OR #8 OR #9)  
#11 MeSH descriptor Adolescent explode all trees  
#12 MeSH descriptor Infant explode all trees  
#13 child near "MESH check words"  
#14  (child*  or  girl*  or  boy*  or  adolescen*  or  teen*  or  baby  or  babies  or  infant*  or  preschool*  or  pre 
school* or (young person*) or (young people))  
#15 (#11 OR #12 OR #13 OR #14)  
#16 (#10 AND #15) 
 
 
14.2 MEDLINE 検索戦略 
 
MEDLINE, searched via OVID, 1966 to February 2007  
1 Child/  
2 Infant/  
3 Adolescent/ 
4  (child$  or  girl$  or  boy$  or  adolescent$  or  teen$  or  baby  or  babies  or  infant$  or  preschool$  or  pre 
school$ or young person$ or young people).tw.  
5 or/1‐4  
6 (relative$ adj3 foster$).tw. 
7 (relative$ adj3 substitute).tw.  
8 (family adj3 foster$).tw.  
9 (families adj3 foster$).tw. 
10 (family adj3 substitute).tw.  
11 (families adj3 substitute).tw.  
12 (kin adj3 care$).tw.  
13 (kinship adj3 care$).tw. 
14 (kin adj3 caring).tw.  
15 (kinship adj3 caring).tw.  
16 or/6‐15  
17 5 and 16 
 

 

14.3 C2‐Pecter 検索戦略 
Campbell  Collaboration's  Social,  Psychological,  Educational,  and  Criminological  Trials  Register  (C2‐
SPECTR) searched March 9th 2007  
 
{Kin}or {kinship} or {family} or {families} or {relative}  
AND 
{Foster} or {substitute} or {care} or {caring}  
AND  
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{Child} or {girl} or {boy} or {adolescent} or {teen} or {baby} or {babies or {infant} or {preschool} or {pre 
school} or {young person}or {young people} 
 
 
14.4 SOCIOLOGICAL ABSTRACTS 検索戦略 
 
Sociological Abstracts, searched via CSA, 1962 to February 2007  
Query:  (((relative*  within  3  foster*)  or  (relative*  within  3  substitute)  or  (family  within  3  foster*))  or 
((families within 3 foster*) or (family within 3 substitute) or (families within 3 substitute)) or ((kin within 
3  care*)  or  (kinship  within  3  care*)  or  (kin  within  3  caring))  or  (kinship  near  caring))  and 
((DE=("children" or "infants" or "adolescents")) or (child* or girl* or boy* or adolescen* or teen* or baby 
or babies or infant* or preschool* or pre school* or (young person*) or (young people))) 
 
 
14.5 SOCIAL WORK ABSTRACTS 検索戦略 
 
Social Work Abstracts searched 1977 to February 2007 
1 (child*  or  girl*  or  boy*  or  adolescent*  or  teen*  or  baby  or  babies  or  infant*  or  preschool*  or  pre 

school* or young person* or young people) [Terms anywhere]  
2 (relative* near3 foster*) [Terms anywhere] 
3 (relative* near3 substitute) [Terms anywhere]  
4 (family near3 foster*) [Terms anywhere] 
5 (families near3 foster*) [Terms anywhere]  
6 (family near3 substitute) [Terms anywhere]  
7 (families near3 substitute) [Terms anywhere]  
8 (kin near3 care*) [Terms anywhere] 
9 (kinship near3 care*) [Terms anywhere] 
10 (kin near3 caring) [Terms anywhere]  
11 (kinship near3 caring) [Terms anywhere] 
12 or/2‐11  
13 1 and 12 
 
 
14.6 SOCIAL SCIENCE CITATION INDEX 及び ISI PROCEEDINGS 検索戦略 
 
SSCI, searched 1900 to February 17th 2007, and ISI Proceedings, searched 1990 to February 16th 2007, 
both accessed via ISI Web of Knowledge,  
#17 #16 AND #11  
DocType=All document types; Language=All languages; 
#16 #15 OR #14 OR #13 OR #12  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#15 TS=(young people)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#14 TS=(young person*)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#13 TS=(baby or babies or infant* or preschool* or pre school*)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#12 TS=(child* or girl* or boy* or teen*)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#11 #10 OR #9 OR #8 OR #7 OR #6 OR #5 OR #4 OR #3 OR #2 OR #1  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#10 TS=(kinship SAME caring)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#9 TS=(kin SAME caring)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#8 TS=(kinship SAME care*)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
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#7 TS=(kin SAME care*)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#6 TS=(families SAME substitute)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#5 TS=(family SAME substitute)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#4 TS=(families near foster)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#3 TS=(family SAME foster*) 
DocType=All document types; Language=All languages;  
#2 TS=(relative* SAME substitute)  
DocType=All document types; Language=All languages;  
#1 TS=(relative* SAME foster*) 
DocType=All document types; Language=All languages; 
 
 

14.7 FAMILY AND SOCIETY STUDIES WORLDWIDE 検索戦略 
 
Family and Society Studies Worldwide searched 1970 to February 2007 
 
1 (child*  or  girl*  or  boy*  or  adolescent*  or  teen*  or  baby  or  babies  or  infant*  or  preschool*  or  pre 

school* or young person* or young people) [Key words/phrases] 
2 (relative* near3 foster*) [Key words/phrases]  
3 (relative* near3 substitute) [Key words/phrases] 
4 (family near3 foster*) [Key words/phrases]  
5 (families near3 foster*) [Key words/phrases] 
6 (family near3 substitute) [Key words/phrases]  
7 (families near3 substitute) [Key words/phrases] 
8 (kin near3 care*) [Key words/phrases]  
9 (kinship near3 care*) [Key words/phrases] 
10  (kin near3 caring) [Key words/phrases] 
11  (kinship near3 caring) [Key words/phrases]  
12 or/2‐11 
13 1 and 12 
 
 
14.8 ERIC 検索戦略 
 
ERIC, searched via Dialog DataStar, 1966 to February 2007  
1 ERIC ‐ 1966 to date  
RELATIVE$ NEAR FOSTER$  
2 ERIC ‐ 1966 to date 
RELATIVE$ NEAR SUBSTITUTE  
3 ERIC ‐ 1966 to date  
FAMILY NEAR FOSTER$  
4 ERIC ‐ 1966 to date 
FAMILIES NEAR FOSTER$  
5 ERIC ‐ 1966 to date  
FAMILY NEAR SUBSTITUTE  
6 ERIC ‐ 1966 to date  
FAMILIES NEAR SUBSTITUTE  
7 ERIC ‐ 1966 to date 
KIN NEAR CARE$  
8 ERIC ‐ 1966 to date 
KIN NEAR CARING  
9 ERIC ‐ 1966 to date  
KINSHIP NEAR CARE$  
10 ERIC ‐ 1966 to date  
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KINSHIP NEAR CARING  
11 ERIC ‐ 1966 to date  
1 OR 2 OR 3 OR 4 OR 5 OR 6 OR 7 OR 8 OR 9 OR 10  
12 ERIC ‐ 1966 to date  
CHILD$  OR  GIRL$  OR  BOY$  OR  ADOLESCEN$  OR  TEEN$  OR  BABY  OR  BABIES  OR  INFANT$  OR 
PRESCHOOL$OR PRE ADJ SCHOOL  
13 ERIC ‐ 1966 to date  
YOUNG ADJ PERSON$ OR YOUNG ADJ PEOPLE  
14 ERIC ‐ 1966 to date  
12 OR 13  
15 ERIC ‐ 1966 to date  
11 AND 14 
 
 
14.9 PSYCINFO 検索戦略 
 
PsycINFO, searched via SilverPlatter, 1872 to January week 5 2007  
#12 ((( (young person*) )or( (young people) )) or (child* or boy* or girl* or adolescen* or teen* or baby or 
babies or infant* or preschool* or pre school*)) and ((family near3 substitute) or (families near3 foster*) 
or  (family  near3  foster*)  or  (relative*  near3  substitute)  or  (relative*  near3  foster*)  or  ((  kin  near3 
care*  )or(  kinship  near3  care*  )or(  (kin  near3  caring)  or  (kinship  near3  caring)  ))  or  (families  near3 
substitute)) 
 
#11 (( (young person*) )or( (young people) )) or (child* or boy* or girl* or adolescen* or teen* or baby or 
babies or infant* or preschool* or pre school*) 
 
#10 ( (young person*) )or( (young people) ) 
 
#9 child* or boy* or girl* or adolescen* or teen* or baby or babies or infant* or preschool* or pre school* 
 
#8  (family  near3  substitute)  or  (families  near3  foster*)  or  (family  near3  foster*)  or  (relative*  near3 
substitute)  or  (relative*  near3  foster*)  or  ((  kin  near3  care*  )or(  kinship  near3  care*  )or(  (kin  near3 
caring) or (kinship near3 caring) )) or (families near3 substitute) 
 
#7( kin near3 care* )or( kinship near3 care* )or( (kin near3 caring) or (kinship near3 caring) ) 
 
#6 families near3 substitute 
 
#5 family near3 substitute  
 
#4 families near3 foster*  
 
#3 family near3 foster*  
 
#2 relative* near3 substitute  
 
#1 relative* near3 foster* 
 
 
14.10 CINAHL 検索戦略 
 
CINAHL, searched via OVID, 1982 to February week 3 2007  
1 Child/  
2 Infant/  
3 Adolescent/ 
4  (child$  or  girl$  or  boy$  or  adolescent$  or  teen$  or  baby  or  babies  or  infant$  or  preschool$  or  pre 
school$ or young person$ or young people).tw.  
5 or/1‐4  
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6 (relative$ adj3 foster$).tw. 
7 (relative$ adj3 substitute).tw.  
8 (family adj3 foster$).tw.  
9 (families adj3 foster$).tw.  
10 (family adj3 substitute).tw.  
11 (families adj3 substitute).tw.  
12 (kin adj3 care$).tw. 
13 (kinship adj3 care$).tw.  
14 (kin adj3 caring).tw.  
15 (kinship adj3 caring).tw.  
16 or/6‐15 
17 5 and 16 
 

14.11 ASSIA 検索戦略 
 
ASSIA, searched via CSA, 1987 to February 2007  
Query: ((DE=("children" or "adolescents" or "babies")) or (child* or girl* or boy* or adolescen* or teen* or 
baby  or  babies  or  infant*  or  preschool*  or  pre  school*  or  (young  person*)  or  (young  people)))  and 
((((relative* within 3 foster*) or (relative* within 3 substitute) or (family within 3 foster*)) or ((families 
within 3 foster*) or (family within 3 substitute) or (families within 3 substitute)) or ((kin within 3 care*) 
or  (kinship  within  3  care*)  or  (kin  within  3  caring))  or  (kinship  near  caring))  or  (DE="kinship  foster 
care")) 
 
 
14.12 DISSERTATION ABSTRACTS INTERNATIONAL 検索戦略 
 
Dissertation Abstracts  International, accessed via Dissertation Express, searched late 1960s to February 
2007  
Search terms used: kinship care, kin care, family foster care 
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15. データと分析 
 
 
1  行動発達 
 
比較 1.1 行動発達アウトカム 1 問題行動（連続） 
 

 
 
 
比較 1.2 行動発達アウトカム 2 適応行動 
 

 
 
 
 
 
比較 1.3 行動発達アウトカム 3 問題行動（二項） 
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2  精神衛生 
 
 
比較 2.1 精神衛生アウトカム 1 精神障害（二項） 

 
 
 
 
比較 2.2 精神衛生アウトカム 2 精神障害（連続） 

 
 

 

比較 2.3 精神衛生アウトカム 3 ウェルビーイング（二項） 

 
 
 
 
比較 2.4 精神衛生アウトカム 3 ウェルビーイング（連続） 
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3  措置の安定性 
 
 
比較 3.1 措置の安定性・アウトカム 1: 措置の設定 

 
 
 
比較 3.2 措置の安定性・アウトカム 2:再措置 
 

 
 
 
比較 3.3 措置の安定性・アウトカム 3:措置期間 

 
 

 

比較 3.4 措置の安定性・アウトカム 4:措置の崩壊 
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比較 3.5 措置の安定性・アウトカム 5:措置数 

 
 
 
比較 3.6 措置の安定性・アウトカム 6:措置期間 

 
 
 
4  養育の永続性 
 
 
比較 4.1 養育の永続性・アウトカム 1:再統合 
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比較 4.2 養育の永続性・アウトカム 2:養子縁組 

 
 
 
比較 4.3 養育の永続性・アウトカム 3:後見 

 
 
 
 
比較 4.4 養育の永続性・アウトカム 4:措置の維持・継続 
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5  学習習熟度 
 
 
比較 5.1 学習習熟度・アウトカム 1:卒業 
 

 
 
 
比較 5.1 学習習熟度・アウトカム 1:成績 
 

 
 
 
比較 5.3 学習習熟度・アウトカム 3:留年 
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6  家族関係 
 
 
比較 6.1 家族関係・アウトカム 1:家族への帰属（持続） 

 
 
比較 6.2 家族関係・アウトカム 2:衝突 

 
 
 
比較 6.3 家族関係・アウトカム 3: 家族への帰属（二項） 
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7  サービスの活用 
 
 
比較 7.1 サービスの活用・アウトカム 1:精神衛生サービス 
 

 
 
 
比較 7.2 サービスの活用・アウトカム 2:発育サービス 

 
 
 
比較 7.3 サービスの活用・アウトカム 3：身体的医療サービス 
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8  再虐待 
 
 
比較 8.1 再虐待・アウトカム 1: 虐待の再発 
 

 
 
 
比較 8.2 再虐待・アウトカム 2: 施設虐待 
 

 
 


